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(1) I甘え」の対米外交への反省

1972年 7月19日，大平正芳外相は外務省を訪れたインガソル (RobertS. Ingersoll) アメリカ

駐日大使と会談し 「田中内閣は〔日中〕国交正常化の実現を目指し 既にその具体的検討に

入っているJZ(4) と通告した。予想以上に急ピッチで進められている日中国交正常化の動きに対

し，アメリカは一抹の危倶の念を抱いた。 8月8日，ジョンソン (u.Alexis Johnson)政治担

当国務次官は下院外交委小委員会において， 120年以上の間，西側諸国の結束の基盤であった共

産主義による侵略の恐怖に対抗するためーとしづ“セメント"は緩み始めた。その結果，同盟諸

国は争って共産各国との関係改善を図っている。だが，視野の狭い国家的利益の追求は，同盟諸

国の結束を崩壊させるだけであり，我々は慎重かつ細心でなければならなし、Jo1米中関係は戦争

264) 1日中復交既に具体的検討段階外相，米大使に説明Jr朝日新聞j1972年7月19日夕刊。
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発生の脅威に繋がらない限り，大統領選挙の行方を左右する要素とはならない。しかし日本に

とっては政府の交替にも繋がりかねない重大な問題である。同盟国である日米両国が中国との

こ国間関係をお互いにどう調整するかという問題は，極めて大切な日米関係の課題でもあ

るJ265)と発言した。ジョンソン発言は暗に田中内閣の進める日中国交正常化を指して，共産中

国への急速な接近に警告を発し， I自由諸国の団結」を「乱すなJとこれを牽制したものであ

る。

既に田中内閣成立前の 4月21日，アメリカ国家安全保障会議は， I日本はアジアの多極化時代

に対応するJ266)とし、ぅ文書を作成し，まもなく実現する沖縄返還(5月15日)の結果，アメリ

カの対日交渉上の立場に大きな変化が起こることを予測した。ほぼ時を同じく，国務省が纏めた

「日本の国内政治情勢」とL、う資料の中では， I総裁選とその結果として出現する新しい政府は，

アメリカに影響を及ぼす。……日米関係の行方は，福田が一番良い影響を与えるであろう。大平

が〔は〕一番影が薄い。田中の態度が最も未知数だJ267)と，佐藤栄作の後継者について分析を

加えながら，日米関係の将来像について総括的に論じている。 6月に入ると ジョンソン国務次

官やグリーン (MarshallGreen)国務次官補らは 牛場信彦駐米大使らに「安保堅持」でしきり

に念を押していた268)。田中内閣成立後，ロジャース (WilliamP. Rogers) 国務長官は，ニクソ

ン (RichardM. Nixon)大統領に宛てたメモランダムにおいて， I田中は，大平外相に大きな信

頼を寄せているので，アメリカが関心を持つ多くの事柄に関して，彼の意見に従うものと思われ

る。大平は自民党内の大派閥の長であり，北京，モスクワ，台北との関係を扱う戦略家として豊

かな経験があるJ269)と田中内閣の外交は大平によって決定されると判断した。

アメリカが最も憂慮しているのは 「極東条項」と「台湾条項」の 2条項である。 1960年 1月

19日に調印された「日米安全保障条約」の第 6条では， I日本国の安全に寄与し，並びに極東に

おける国際の平和及び安全の維持に寄与するため，アメリカ合衆国は，その陸軍，空軍及び海軍

が日本国において施設及び区域を使用することを許されるJ270)と明記されている D 旧安保条約

第1条にも，同様の条項が盛り込まれていた。それがいわゆる「極東条項」である。 1960年2月

26日，日本政府は統一見解を発表し， I極東」の範囲を「フィリピン以北並びに日本及びその周

265) ，自由諸国の団結乱すな 米国務次官が警告Jr朝日新聞J1972年8月9日夕刊。
266) JAPAN ADJUSTS TO AN ERA OF MULTIPOLARITY IN ASIA， April 21，1972. NIXON NSC 

FILES， HAK Office Files， Country Files-Far East， Box102. 

267) ["日本の国内情勢J(日付不明)加瀬みき編著『大統領宛日本国首相の極秘ファイル』毎日新聞社

1999年8月 155頁。同書は，アメリカの公文書を用いながら，吉田茂から大平正芳までの日本の歴代

首相に対するアメリカ外交政策担当者の評価と分析を解説している。しかし，抜粋された多くの公文書

は作成の日付が記されておらず，まさに玉に庇である。

268) 若月秀和 r，全方位外交Jの時代 冷戦変容期の日本とアジア 1971-80年』日本経済評論社 2006 
年1月 45頁。

269) ，日本国田中首相及び大平外相との会談J(日付不明)前掲『大統領宛日本国首相の極秘ファイル』

174頁。

270) ，日本国とアメリカ合衆国との聞の相互協力及び安全保障条約J(1960年1月19日)データベース「世

界と日本Jhttp://www.ioc.u・tokyo.ac.jp/-worldjpn/。
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辺の地域であって 韓国及び中華民国の支配下にある地域もこれに含まれているJ271)と定義し

た。 1969年11月21日 「ニクソン・佐藤共同声明」の第4項には 「韓国の安全は日本自身の安全

にとって緊要であるJoI台湾地域における平和と安全の維持も日本の安全にとって極めて重要な

要素であるj272) といわゆる「韓国，台湾条項」が盛り込まれた。更に，日米共同声明発表の直

後に行われた佐藤首相のナショナル・プレスクラブにおける演説で，万一韓国，台湾に対する武

力攻撃が発生した場合，これに対処するための米軍の日本国内施設，区域の使用について， I日

本政府は，……事前協議に対し前向きにかつ速やかに態度を決定する方針であるJ273)と明言し，

アジアの紛争に対する日米協同介入の姿勢を強く押し出した口

中国封じ込めの「不後退防衛線ーの中心拠点に位置する日本が もし中国との国交正常化を達

成し，台湾を中国の領土と認めれば，その結果として，台湾は極東の防衛範囲から外され，台湾

条項は事実上有名無実となる。それは直接に日米安保の空洞化に繋がり，日米安保体制を根幹か

ら揺るがす問題でもある。 8月10日，国家安全保障会議メンバーのホルドッジ(JohnH. Hol-

drige， Senior member of NSC) は，ニクソン大統領に向けた勧告である「田中・大平との会談

についてJ274)をキッシンジャー (HenryA. Kissinger)大統領補佐官宛に送付した。その中で，

ホルドッジは田中内閣が日中国交正常化を実現するため中国の「国交回復 3原則J275)ヘ歩み

寄っており，その結果として， i(a)台湾の国際的地位が著しく損なわれること， (b) I米華相互防

衛条約」の法的根拠の正当化が困難となること， (c)日本の見地から見て，在日米軍基地が中共

の台湾解放作戦に対し台湾を守るためにもはや使用できなくなること， (d)日米安全保障条約の

範囲に実質的影響を与えること，であろう」と， iニクソン・佐藤共同声明」の精神が一方的に

骨抜きとされる危険性があると警告すると共に，これを厳しく批判した。「国交回復3原則」を

如何に処理するかという問題は，日米関係の根幹及び極東の安全保障問題に関わる重大事である

と指摘した。ホルドッジは，更に日中国交正常化交渉が日米関係に及ぼすマイナスの可能性に言

及しつつ，台湾問題については，台湾海峡の政治的・軍事的現状が維持されるべきであり，暖昧

な妥協は許さないとする確固たる姿勢を示すべきだと献言した。同文書からアメリカ政府の主た

る関心は日中国交正常化問題，及び台湾問題における日米協調であったことが明確に看取でき，

日本がアメリカの国益に反する方向へ独走することへの強い警戒感を濠ませたものであった。ア

271) I r極東』の範囲J (1960年 2月26日 政府の統一見解) http://www004.upp.so-net.ne.jp/teikoku-
denmo/ no_frame/history /kaisetsu/ other / nichibei_anpo 1960.html. 

272) I佐藤栄作総理大臣と 1)チヤード・ M ・ニクソン大統領との聞の共同声明J(1969年11月21日)前掲
データベース「世界と日本」。

273) Iプレスクラブでの首相演説要旨Jr朝日新聞j1969年11月22日夕刊。
274) Your Meeting with Tanaka and Ohira (FOR THE PRESIDENT'S EYES ONLY RE: TANAKA 

MEETINGS). NATIONAL SECURITY COUNCILS. From John H. Holdrige to Henry A. Kissinger， 

August 10， 1972. NIXON NSC FILES， VIP VISITS， T ANAKA VISIT (Hawaii) August -Septem-

ber， 1972. Box926. 

275) I中日復交3原則」は，以下の通りである。①中華人民共和国政府は中国を代表する唯一の合法政府
である。②台湾は中華人民共和国の領土の不可分の一部である。③「日台条約」は不法であり，無効

であって，廃棄されなければならない。
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メリカ政府は日本政府にその基本的な外交姿勢を伝達すべくとし，また日本政府による対中国交

正常化の真意を探るため，キッシンジャーの日本派遣を決定した276)。

8月19日，大平・キッシンジャー会談が行われ，大平外相はキッシンジャーに対して， i日本

が中国問題について踏み込みすぎているのではないか，あるいは急ぎ過ぎているのではないか，

と詩り始めている米国の姿勢は驚くに値しないが，日本政府は我々自身の手で問題を解決するべ

き時がやってきたのだと考えているJ277) と対中自主外交への推進を告げた。同日，キッシン

ジャーはニクソン大統領に宛てたメモランダムで，訪日によって明らかとなった日本政府の基本

的姿勢について， i田中内閣は対中〔国交〕正常化に向かつて急速，かつ頑なな姿勢で動きつつ

ある。……日本に日中早期〔国交〕正常化という (政治的)コンセンサスがあることは否定し難

く，彼らは米国より先に中共と外交関係を樹立するかもしれない。田中が10月1日の国慶節(中

共政府の建国記念日)に訪中することは不可能ではないだろう。しかし，日台関係は殆ど，ある

いは全く考慮されなかった。台湾との文化的・経済的粋を維持する努力はいくらか行われたので

あるが，日本人は対中共正常化に夢中となっており，他の政治問題(ヴェトナム問題さえ)につ

いてはほんの些細な関心を示すだけだったj278) とコメントした。

大平外相がキッシンジャーに対し中国問題は自分の手で解決するとの決意を表明したのは，そ

の機敏な時代認識によるものである。戦後，東西冷戦の荒波の中で，吉田茂は対米協調を基軸と

する戦後外交を確立し，日本の復興に専念した。それ以降，日本歴代内閣も日米協調路線を踏襲

し，それから逸脱する政権は1つも現れなかった。しかし，米中接近によって，米ソ 2極とする

冷戦構造が大きく変えられ，新たな米中ソ 3角関係が形成されたのみならず，日本の戦後外交の

羅針盤を打ち壊すような衝撃を生み，太平洋同盟を変容させることになった。大平は世界政治の

多極化時代が既に到来したと認識し，対米依存の戦後外交の総決算を呼びかけた。

大平の時代認識を明らかにするために，田中内閣が成立する前の大平の言論を振り返りながら，

論を進めてゆく。 1971年12月2日，野にあった大平(宏池会会長)は，自民党本部で聞かれた

「政党政治研究会」の会合の席上， i米国の世界政策はここ 2. 3年来大きな変化を見せている。

アジアから漸次武力を撤退させ，同時に米中和解も進んだ。こうし、う状況のもとで，日米安保が

現在のままでいいのか，それとも改定を必要とするのか，……将来の大きなイシュー(問題)と

して，真剣に考えねばならなし、J279) と， 日米安保体制の現状にはっきりと疑問を提起し，日米

安保体制の再検討が 日米関係の調整の上からも迫られた課題であることを強調した。

翌72年 5月7日，ポスト佐藤をめぐる角逐が展開されつつあった中で 大平は「平和国家の行

276) William P. Rogers. Your Meeting with Japanese Prime Minister Tanaka and Foreign Minister 

Ohira. August 18， 1972. NIXON NSC FILES， VIP VISITS， T ANAKA VISIT (Hawaii)， Box926. 

277) Memorandum of Conversation， NIXON NSC FILS， VIP VISITS (Hawaii) 31 Aug ~ 1 September， 

Box926. 

278) Memorandum for the President， From Henry A. Kissinger. Highlights of my second visit to Japan. 

August 19，1972. NIXON NSC FILES， HAK of五ceFile， Country Files-Far East， Box102. 

279) I“安保"再検討の時大平氏『米中』の変化で見解Jr毎日新聞j1971年12月2日夕刊。
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動原則J280)を題とする演説を行い，その外交の骨格がまとまった。その中で，大平は， I戦後四

分の一世紀に亘って わが国は対米協調を主軸とする外交を展開してきた。即ち，わが国は険し

い世界政治に深くコミットすることを避け，日米安保条約に自らの防衛を委ねつつ経済の復興と

自立に専念してきた。そしてそれはそれなりの成果を収めえたので、ある。しかし，その間に，ア

メリカの指導力は次第に弱化し わが国の経済力は強まった。かくして，いわゆる対米依存の時

代は終わり，日本は，これまでの外交と防衛の政策について改めて自主的な対応を迫られるよう

になった」と日米関係が転換期に来ているとしづ認識を示した。そして，大平は国際政治が多極

化しているとの認識を示した上で アジアの平和と安定を創出するためには， I日，中，米，ソ

の四大国，とりわけ日中両国が，何らかの形でこの地域に平和の条件を作り出すよう努力し， も

し紛争が生じた場合にも，それを早期に解決できるような仕組をつくることが，最も必要になっ

てきた」と新しい国際情勢に適合した多角的・地域的な安全保障の枠組みの必要性を指摘した。

続いて，大平は日本外交の第 1の課題として日中国交正常化を挙げ， I安定性のあるアジアの平

和の条件を創り出すことは，平和国家としてのわが国の当然の義務である。我々は，アジアの平

和に責任を持つ日中両国の永久の和解を成し遂げるため 両国の国交の正常化を急がねばならな

L、」と強く訴えた。

8月11日，大平外相は日米協会主催の昼食会において，日本外交の基本方針について演説した。

大平外相はこの中で，日米両国の協調関係がどうあるべきかについて， I戦後の，いわば保護者

と，被保護者との関係から発展し，ようやくパートナ一同士の関係を志向する新時代に踏込んだ。

従って，これまでのように漫然と，何ごとによらず米国に甘え，または依存するということで

あってはならなしづと，対米依存を基軸にしてきた戦後外交が大きな転換点を迎えたと説き，日

米両国の対等な外交関係を推進していく考えを明らかにした。「緊密な日米関係は，日米両国が

中国やソ連との平和共存の政策を進めていくことと両立し得るし両立させなければならなし、J281)

と述べ，多角的な外交の展開の重要性を改めて強調した。

以上のような発言が端的に示すように，大平は米国の衰退と国際政治の多極化とし、う時代認識

に基づき，米国に過度に依存する戦後外交の危険性を意識し 自律的で多角的な外交を求めた。

大平外相は戦後の「甘え」の対米外交を深く反省し，日中国交正常化を対米依存の戦後外交から

の脱却の試金石として位置をつけると同時に，日米安保条約と日中国交正常化の 2本立てで東ア

ジア地域の平和を保とうとした。その外交理念は，後の大平内閣で誕生した「環太平洋連帯構

想」の原型となる。

大平外相の秘書官であった真鍋賢二は「オヤジさんは，対米従属あるいはアメリカ追随外交と

いう言葉は決して口にせず，これは『甘え』と言っている。『甘えJがあるうちは，真に相手国

の主権を尊重した理解も友好も成立しない，それでは対等外交は期しがたいというのが，オヤジ

280) 大平正芳「平和国家の行動原則J(1972年5月7日)大平正芳回想録刊行会 f大平正芳回想録 資料
編j1982年6月所収 213頁， 215頁及び219頁。

281) I米への“甘え"なくし対等外交を推進外相が演説Jr毎日新聞j1972年8月12日。
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さんの基本的な考え方であったJ282)と記している。

戦後外交からの脱却を目指す大平外相は， 8月31日田中首相に伴われて羽田を発ち，ハワイで

行われる日米首脳会談に臨んだ。 1972年2月の中米首脳会談で，周恩来総理に対して再び「瓶の

ふた論」を展開し，日米安保体制は日本の軍事力強化への抑止になると論破したニクソン大統領

は，自ら二万流の外交手法を用いて日本の性急な対中国交正常化を牽制した。 8月31日に聞かれ

た第 1回田中・ニクソン会談で，ニクソンは 「日米両国が中国政策で同ーの立場を取る必要性

はないが，この問題をめぐって，両国が対立に陥らないことが最も重要である」と述べ，中国と

の国交正常化交渉に当たっての日本側の慎重な行動を求めた。これに対し，田中首相は， I対中

国交正常化を望む潮流は止め得ない。日中国交正常化に踏み切らないとする選択肢は不可能であ

り，かつアジアの安定という視点からも，日中国交正常化はアメリカの利益に究極的に適う。

・・もし日本が中国に外交的道筋を聞いたなら 『封じ込め政策』を追求していた時のような中

国の強い敵意を招くことは避けられるだろうJと，日中国交正常化は逆らうことのできない歴史

の流れであることと，アメリカの「中国封じ込め政策」が既に破綻を来たしているという認識を

示した。

しかし，かつての「封じ込め政策」に対する批判を前提に対中政策を語る田中首相に対し，ニ

クソンは， I我々と中共政府は， r上海コミュニケ』において，台湾問題について不同意であるこ
とを同意したのである。我々は，国府が国際金融機関に留まることを援助すべく経済面でできる

だけのことを行うし，国府を活力ある強い経済力を持つ国家として維持することについても同様

に努力するJ283) と論駁した。一方 首脳会談と同時並行的に日米外相会談が持たされた。大平

外相は会談の席上で，日中国交正常化を目指すに至った背景を説明し，中国との国交正常化に向

けて行動する時期が既に来ていると告げた284)0 9月1日の第2回首脳会談の席上で，ニクソン

は更に， I米国の対中政策は，あくまでも『上海コミュニケ』に準拠しつつ中共との関係を持続

することにある。その理由は 米国は現に国府を援助しつつあり 中共政府は国府と関係を持つ

知何なる国家とも外交関係を持たないからである。しかし，米国政府は公式外交関係なき健全な

関係を米中間に知何にして維持するか，を追及していくであろう JZ85)と語った。ニクソンの発

言は，即ち，アメリカが「極東の安全保障の要」である台湾防衛への関与をあくまでも継続する

というメッセージを大統領自身の口から日本政府首脳に明らかにしたものであり， I上海コミュ

ニケ」に込められたアメリカ政府の真意について再び日本側の注意を促したのである。

また， 2006年 5月に解禁されたアメリカの外交文書の中では，次のように記されている。キッ

シンジャーは8月31日に行われたアメリカの内部協議会の席上，1(日本は〕対中関係正常化を不

282) 真鍋賢二『私の見た大平正芳 その素顔と姿勢.]1976年12月 145頁。

283) Prime Minister Tanaka Call on President Nixon. NIXON NSC FILES， VIP VISITS Tanaka Visit 

(Hawaii)， 31 August-1 September. Box926. 

284) 前掲『大統領宛日本国首相の極秘ファイル.]180頁。

285) Prime Minister Tanaka Call on President Nixon. NIXON NSC FILES， VIP VISITS Tanaka Visit 

(Hawaii)， 31 August-l September. Box926. 
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適切な拙速さで進めているだけではなし、。中国の建国記念日に合わせて訪問しようとしている。

すべての裏切り者の中で日本は最悪だ」と，日本を厳しく指弾しながら，日本人を蔑む「ジヤツ

プ」とし、う言葉を使って強い怒りを表した286)。

しかるに結局， Iニクソン・ショック」を巻き起こしたアメリカは日本の対中国交正常化を了

承せざるを得ず， 9月1日の日米共同発表では，日中関係について， I両者は，総理大臣の来た

るべき中華人民共和国訪問も，アジアにおける緊張緩和への傾向の促進に資することとなること

をともに希望したj287l と調われたc

こうして，大平外相は戦後日本の外交政策に大きな転換を成し遂げ，日米安保条約の維持と中

華人民共和国との国交正常化という， 20年以上に亘り日本の国内政治を分断してきた 2つの相容

れない目標を調和したので、ある。

仙台湾問題の勇断

大平外相に命じられ，台湾問題処理を担当した当時のアジア局参事官であった中江要介は，

Ir日中関係と言うけれど，実際は日台関係であり，それを裏返せば日日問題でもあった』という

のは大平外相の口癖だった。つまり 台湾問題を如何に処理するかは日中国交正常化の成否を決

する問題であるのみならず 戦後日本の対中政策を根底から覆す意味を持つ問題でもあるJ288)

と証言する。

大平外相による台湾問題への対応を跡づけるため，台湾問題が生じた経緯について辿っておく

必要がある。

1949年10月1日，国共内戦に勝利を勝ち取った毛沢東の率いる中国共産党は，中華人民共和国

(以下，人民中国と略称する)の建国を宣言し，かつての中華民国が持つ中国の主権と領土，す

べての権利，権原を継承した。それによって，中央人民政府は中国人民を代表する唯一の合法政

府となり，人民中国は全中国の国際社会における唯一の合法代表となった。外交政策に関して，

中国の指導部は自国の国家安全保障の視点から， I向ソ一辺倒」と踏み出し ソ連を初めとする

社会主義陣営に属することを明示した。翌日年2月14日， I中ソ友好同盟相互援助条約」が締結

され，人民中国はアメリカを初めとする資本主義陣営との対決の姿勢を鮮明に打ち出した。一方，

国共内戦に敗れた蒋介石の率いる中国国民党の中華民国政府(以下，国民政府と略称する)は，

同年12月7日に中国の台湾省に退き289)，全中国を代表する歴史的地位の終罵が告げられた。

かつて国民政府を中心とする中国の平和的統ーを実現させるため， I扶蒋反共J(蒋介石の国民

党を支え，共産党に反対する)を基幹とする中国政策を推し進めてきたアメリカは，国民政府の

敗北によって，中国をアジアにおける共産主義封じ込めの主要な協力者にするという対日戦争終

286) 1日本は最悪の裏切り者だJr朝日新聞j2006年5月28日。
287) 1田中総理大臣とニクソン大統領の共同発表J(1972年9月1日)前掲 データベース「世界と日本」。
288) 中江要介・当時のアジア局参事官，元駐中華人民共和国大使へのインタピュー記録。 2005年9月2日，

渋谷にて。

289) 林金室『戦後の日華関係と国際法J有斐閣 1985年5月 54頁。
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結前後の構想、は崩壊した。翌日年 1月5日， トルーマン (HarryS. Truman)大統領は中国問題

に関する声明において， 1合衆国は，台湾また中国のその他のし、かなる領土を略奪しようとする

意図も持っていない。合衆国は，今の時点において，特別な権利 即ち特権を得，あるいは台湾

に軍事基地を建設する意図をも持っていない。合衆国政府は，合衆国を中国の国内紛争に巻き込

むことになる道を辿ることはない。同様に，合衆国政府は台湾にし、る中国軍に対して軍事援助を

提供したり，助言を与えたりすることはなし、J290)と台湾に介入せず，国民政府に軍事援助を与

えない方針を明確した。そして， 1月12日 アチソン (DeanG. Acheson) 国務長官は記者会見

で，アメリカの防衛ラインをアリューシャン列島，日本，沖縄，フィリピンと定義し，台湾を防

衛範囲から外すことを明らかにした291)D この時期のアメリカは，国民政府を見捨てる政策を取

り， 1和平演変J(Peaceful Change or Peaceful Evolution) とし、う戦略の下で中国国内の変動と

中国共産党のチトー化を期待した。一方，民国政府の運命は尽きるかに見えた。

中国情勢が激動する中 東西冷戦は東アジアに蔓延し， 1950年6月25日北朝鮮軍の38度線突破

南下によって朝鮮戦争が勃発した。ドミノ現象による東アジアの共産化を危慎したアメリカは，

台湾不介入宣言を翻した。 6月27日， トルーマンは朝鮮戦争への武力介入に踏み切ると同時に，

第7艦隊による台湾海峡の封鎖及び台湾の中立化を強行する命令を下し，中国の主権と領土保全

を恋意的に侵犯した。アメリカの挑発を座視できない中国は迅速に反応し，翌28日，毛沢東中央

人民政府主席は，中央人民政府委員会第 8次会議で， 1トルーマンは今年 1月5日，アメリカは

台湾不干渉と言ったが，今や彼はこれが虚言であることを自ら証明した。彼はアメリカの中国内

政に不干渉に関する全ての国際協約を破った」と厳しく非難する一方， 1全国人民と全世界人民

は団結して，アメリカからのし、かなる挑発をも打ち破ろうJ292)と宣告した。同日，周思来外交

部長は中央人民政府を代表し， 127日のトルーマン声明とアメリカ海軍の行動は，即ち中国の領

土に対する武力侵略であり，国連憲章を根本的に破壊するものであるJo1アメリカ帝国主義者が

どのような妨害行動を行なおうとも，台湾が中国に属するとし、ぅ事実は，永遠に変えることがで

きず，これは歴史的事実であるばかりでなく， rカイロ宣言.Lrポツダム宣言J並びに日本降伏
後の現状が肯定しているところであるJ293)と厳正に声明した。

燃え盛る戦火が中国国境に迫る中で， 10月5日，中共中央政治局は朝鮮出兵という大きな決断

を下した294)0 10月19日夜 「中国人民志願軍J(中国人民義勇軍)は雄々しく意気盛んに朝鮮に

出動し， 25日から米軍と直接戦火を交え始めた295)。朝鮮戦争を契機に，アメリカは政治，経済，

290) “Statement by President Truman" (Jan. 5， 1950) (u. S. Department of State Bulletin， Vol. XXII， NO. 
550， January 16， 1950， p. 79). 

291) u. S. Department of State Bulletin ， Vol. 22 (J anuary 23， 1950)， pp. 115-116 
292) 逢先知・金沖及主編『毛沢東伝 (1949-1976)J中央文献出版社 2003年12月。

http://cpc.people.com.cn/ G B/ 6911217019017019217027114 766112.html 

293) iアメリカの台湾侵略を非難する周思来外交部長の声明J(1950年6月28日)日本国際問題研究所中国
部会編『新中国資料集成』第3巻 1976年7月 129頁。

294) 前掲『毛沢東伝 (1949-1976)J http://cpc.people.com.cn/ G B/ 69112170190170192/4 766148.html 

295) 金沖及主編・劉俊南・語佐強訳『周恩来伝 1949-1976J (下)岩波書庖 2000年12月 49頁， 54頁。
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軍事の三面から中国封じ込めを目指し，台湾に立て龍もる民国政府を反共のトリデに仕立てあげ

た。台湾は世界冷戦構造の有力な 4員として組み込まれ，東側に対する重要な最前線基地として

位置付けられた。アメリカを後ろ楯として 中国の一地方政権に転落した国民政府は，全中国を

代表する唯一の正統政府というフィクションに固執し，台湾海峡を挟んで中央人民政府と対峠し

合った。それによって，台湾問題が生じた。

中米両国の深刻な対立は台湾解放と中国統ーを遮断し，台湾問題が生じたのみならず，戦後中

日関係にも大きな影を落とした。日本を一日も早く太平洋反共防衛線の橋頭畳に変えようと目指

すアメリカは，非軍事化・民主化を基調とする連合国の対日占領政策296)を撤収し，対日講和が

急ぎ始めた。 1950年9月14日， トルーマン大統領は，対日平和条約に関し極東委員会297)構成固

と協議を開始するよう国務省に命じたと公表した298)0 11月24日，アメリカ国防省は，いわゆる

「米国政府の対日平和条約に関する 7原則」を公表した。同草案は対日賠償請求権を基本的に放

棄し，再軍備や工業生産能力に制限を加えず，また講和後に管理機関を置くことを考慮せず，

「寛大な講和」路線を明確に打ち出したものである。同草案の第3条C項では， I台湾， 7.彰湖諸島，

南樺太及び千島列島の地位に関しては連合王国，ソウェト連邦，中国及び合衆国の将来の決定を

受諾する。条約が効力を生じた後一年以内に決定がなかった場合には，国際連合総会が決定す

るJ299) と中国の国家主権を損なう内容が盛り込まれていた。翌日年 1月10日， トルーマンはダ

レス(JohnF. Dulles)に大使の資格を与え，対日講和問題を担当する大統領の公式代表に任命

した300)。

アメリカが主導する単独対日講和の動きに対し 人民中国はそれを連合国が行った一連の対日

宣言に反するものとして，その不法と無効を主張し続け，それに徹底的に反対して闘う姿勢を示

した。 1950年12月4日 周思来外交部長は対日講和問題に関して 「対日講和条約の準備と起草

296) 連合国の対日占領政策については. I降伏後における米国の初期の対日方針J(1945年 9月22日)， I日
本占領及び管理のための連合国最高司令官に対する降伏後における初期の基本的指令J(1945年11月 1
日)及び「降伏後の対日基本政策J(1947年 6月19日，極東委員会で採択)という 3つの公文書を参照
されたい。外務省外交資料館・日本外交史編纂委員会編纂『日本外交史辞典J1979年 3月所収。

297) 極東委員会 (FarEastern Commission) とは，日本降伏後まもなく，連合国が日本を占領管理するた

めに設けた機関の 1つであり，連合国の対日政策を決定する最高機関である。 1945年12月，米英ソ 3国

のモスクワ外相会議で日本占領・管理機関として，極東委員会と対日理事会の設置が合意された。極東

委員会はワシントンに本部に置かれ，米国，中華民国，イギリス，ソ連の 4大国の他にフランス，オラ

ンダ，カナダ，オーストラリア，ニュージーランド，インド，フィリビンの11国で発足し， 49年11月に

ピルマとパキスタンが加わった。 46年 2月26日，ワシントンで最初の委員会が開催された。委員会の任

務は，日本管理の政策，原則及び基準を作成し，最高決定を行うことである。アメリカ政府は極東委員

会の政策決定に従い指令を作成し，連合国最高司令官に伝達する。委員会の決定は多数決を原則とした

が，アメリカ，中国，イギリス，ソ連の 4固には拒否権が認められた。 52年 4月，同委員会は， Iサン
フランシスコ平和条約Jの発効により廃止された。

298) 西村熊雄『日本外交史 第27巻 サンフランシスコ平和条約』鹿島研究所出版会 1971年11月 63頁。

299) I米国政府の対日平和条約に関する 7原則J(1950年11月24)細谷千博他『日米関係資料集 1945-
97 J東京大学出版会 1999年2月 83頁。

300) 細谷千博監修・ A50年日米戦後史編集委員会編『日本とアメリカ パートナーシップの50年』ジャ

パン・タイムズ 2001年9月 36頁。
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に中華人民共和国の参加がなかったなら，その内容と結果の如何にかかわらず，中央人民政府は，

それが不法であり，従って無効であるjと断じた上で， 1.できる限り短い期間に共同して対日

講和条約を締結して，日本との戦争状態を早期に終結せしめること， 2.対日講和の主要な基礎

は「カイロ宣言J，1ヤルタ協定J，1ポツダム宣言J及び1947年6月19日に極東委員会で採択され

た「降伏後の対日基本政策」との4つの国際的文書に置かれるべきこと， 3.台湾，i彰湖諸島等

の領土問題は既に解決されており，改めて討議する必要は一切ないこと 4.外国の占領軍は日

本から撤退すべきであること， 5. 日本を再武装してはならないこと，を骨子とする「対日講和

8項目原則」を発表した301)口

翌日年 5月22日，周思来外交部長はソ連政府に対し書簡を送り， 11931年9月18日から日本帝

国主義は，わが国の広大な領土を武力により侵略し，わが国人民の生命と財産に対し重大な犠牲

を与えました。 8年の英雄的な抗戦を通じて，中国人民は日本帝国主義を打ち破り，抗日戦争の

勝利を収めました。従って わが中華人民共和国が対日平和条約の準備起草及び署名に参加し

なければならないということは，自明のことである。しかるに，中国人民にとり唯一の合法的な

代表であるわが中華人民共和国を対日平和条約の準備事業から除外しようと アメリカ政府は勝

手に策動しているが，このことは中国人民に対するこの上もない重大な侮辱であり，中国人民の

絶対に納得いかないことであります。そこで中華人民共和国中央人民政府はかねて，対日平和条

約の準備，起草及び署名は，もし中華人民共和国の参加がなければ，その内容と結果がどうあろ

うとも，すべて不法なものであり，従って無効なものであると，しばしば声明してきたのてoあり

ますJ302)と，中国人民の抗日奮闘の歴史を抹殺しようとするアメリカの行為を糾弾し，対日講

和に関する中国政府の主張を改めて表明した。一方，台湾の民国政府も対日講和会議に参加する

立場を堅持した303)。

中国代表権問題を巡って，人民中国を承認するイギリスと国民政府を承認するアメリカとの間

で厳しく対立が続いた。アメリカの主張する中華民国招請に対し，イギリスは人民中国の招請を

主張して譲らなかった。 1951年 6月6日，ロンドンで聞かれたダレス・モリソン (Herbert

Morrison)会談で，米英両国はし、ずれの中国政府をも招請せずと妥協し，人民中国と中華民国

のいずれを相手に二国間平和条約を結ぶかは，日本が独立を回復した後，日本の判断に委ねるこ

とに合意した。これがし、わゆる「ダレス・モリソン合意」である制¥ 7月13日(日本時間)， 

301) I対日平和条約問題に関する周思来外交部長の声明J(1950年12月4日)震山会『日中関係基本資料集
1949--1979j 1998年10月 12--13頁。

302) I対日平和条約準備作業に関するソ連政府提案を支持する旨の周恩来外交部長の書簡J(1951年5月22
日)前掲『日中関係基本資料集 1949--1979j 14--15頁。

303) 対日講和に関する国民政府の基本姿勢とその変化の過程については，石井明「中国と対日講和一中華

民国政府の立場を中心にJ(渡辺昭夫・宮里政玄編『サンフランシスコ講和』東京大学出版会 1986年
1月所収)，段燕軍「吉田書簡と台湾J(日本国際政治学会『国際政治J第110号 1995年10月)が詳し
し、。

304) 児島裏『講和条約戦後日米関係の起点』第 3巻新潮社 1996年 1月 521頁。また，細谷千博

『サンフランシスコ講和への道j(中央公論社 1984年8月)は英米ロンドン会談の模様を詳しく紹介し

ている。
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「米英合同対日平和条約案」が発表された。同草案の第23条a項において，主要署名国が暫定的

に列挙してあったが，中国は除外されていた305)。これによって， 15年戦争の主戦場であって対

日講和に最も参加権利を有する 5大戦勝国の一員である中国は，逆に敗戦国である日本の選択に

より，講和の相手を選ばせられることになってしまった。これは，実は世界史上でも，前代未聞

の出来事であった。

8月15日，周恩来外交部長は，中国を除外する「アメリカ，イギリス草案は，全面的に国際協

定を覆すものでありJ，1アメリカ政府とその衛星国が一緒になって追求している唯一の中心目標

は，アジアにおける侵略戦争を持続して拡大し，かつ新たな世界戦争準備を強化するために，日

本を再武装することである D それゆえ この平和条約草案は，中国人民と，かつて日本の侵略を

蒙ったアジアの人民の絶対に受けいれられないものである」と痛論した上で， 1対日平和条約の

準備，起草及び署名に中華人民共和国の参加がなければ，その内容と結果の如何にかかわらず，

中央人民政府はこれをすべて不法であり，それゆえ無効であると考えるものである」と厳重に抗

議し，対日賠償請求する権利を保留することを宣言した306)。

1951年9月8日，中国代表の姿が見えない中で，アメリカが主導する単独対日講和の「サンフ

ランシスコ平和条約」と「日米安全保障条約」が調印された。サンフランシスコ講和会議は，国

際道義並びに法理に惇るものであわ，その正当性について問わなければならないのである。 1942

年 1月 1日，アメリカ，中国，ソ連を初めとする枢軸国に宣戦している26ヵ国(連合国宣言参加

国は戦局の進展とともに増大して48国に達し，それらが原則的には国際連合の原加盟となった)

はワシントンにおいて， ドイツ，日本及びイタリアに対して共同抵抗するため， 1連合国共同宣

言J(Declaration of the United Nation) を発した。「連合国共同宣言」の第2項では， 1各政府

は，この宣言の署名国政府と協力すること及び敵国と単独の休戦又は講和を行わないことを誓約

するy07) と明記し，対日講和は「連合国共同宣言」に署名したすべての国が参加しなければな
らないと規定している。 1943年10月13日，米，中，ソ，英の 4ヵ国による「全般的安全に関する

4国宣言y08Jがモスクワから発せられた。同宣言は「連合国共同宣言」の精神を再確認した上

で， 1 4国のうちで共通の敵国と戦争しているものは，その敵国の降伏及び武装解除に関するす

べての事項について協同して行動することJ(第 2項)0 11法律及び秩序の再確立並びに前般的安

全制度の創設に至るまでの間国際の平和及び安全を維持するため， 4国は，われらの国際団体の

ための共同行為を目的として，相互に，旦つ，必要あるときは連合国の内の他の連合国と協議す

ることJ(第 5項)と宣告した。中国を除外するサンフランシスコ対日講和会議は， 1連合国共同

305) I米英合同対日平和条約案J(1%1年 7月13日)前掲『日本外交史 第27巻 サンフランシスコ平和条
約.1394-395頁。

306) I対日平和条約英米草案とサンフランシスコ会議に関する周恩来外交部長の声明 (1951年8月15日)
前掲『日中関係基本資料集 1949--1979.1 23-25頁。

307) I連合国共同宣言J(1942年 1月 1日)茂田宏・末津昌二編『日ソ基本文書・資料集』世界の動き社
1988年11月 42-43頁。

308) I全般的安全に関する 4国宣言J(1943年10月13日)リール NO.B'0014 原本 NO.0019-0020 外交
史料館蔵。
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宣言」で定められた単独不講和に関する規定，並びに「全般的安全に関する 4国宣言」で宣告し

た4大国による共同協議及び共同行動に関する原則を徹底的に覆し，国際義務を反古にした。

従って，サンフランシスコ講和会議は法的な根拠が乏しく，決して承認されるものではないので

ある。アメリカの背信行為を記録しておかなければならない。

一方， 9月18日，周思来外交部長は，対日平和条約調印に関して， Iサンフランシスコ対日平

和条約は，中華人民共和国の参加なくして準備され，起草され，調印されるものであるゆえに，

中央人民政府はこれを不法・無効と考える。従って絶対に承認することはできないJ309)と，同

条約の無効性を主張し， Iサンフランシスコ平和条約jのすべての取決めに，中国は些かも拘束

されないと厳粛に声明した310)。

1951年10月26日，日本の衆議院は「サンフランシスコ平和条約J(307対47) と「日米安全保障

条約J(289対71) の両条約を通過させた311)。中国との講和問題に関し，つまり，人民中国か国

民政府かどちらの政権と平和条約を結ぶかについて，吉田茂は国会で暖昧な答弁で切り抜けよう

とする姿勢が見られ312)，アメリカ政府・議会内の国民政府支持派に衝撃を与えた。ノーランド

(William F. Knowland)をはじめとする56名のアメリカ上院議員は既に 9月13日，共同署名し

309) 1対日平和条約調印に関する周恩来外交部長の声明J(1951年9月18日)前掲『新中国資料集成』第3
巻 341頁。

310) 2007年4月27日，日本の最高裁判所第 2小法廷は，中国人強制連行・西松建設訴訟で， 1サンフラン

シスコ平和条約」の第14条(b)項 (1連合国，連合国のすべての賠償請求権，戦争の遂行中に日本国及び
その国民がとった行動から生じた連合国及びその国民の他の請求権並びに占領の直接軍事費に関する連

合国の請求権を放棄するJ)を根拠に，連合国と連合国国民の請求権が放棄されたと説いた上で， 1日中
共同声明」の第 5項 (1中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する戦争賠

償の請求を放棄することを宣言するJ) の文言上， 1請求」の主体として個人を明示していないが， 1公

表されている日中国交正常化交渉の公式記録や関係者の回顧録等に基づく考証を経て，……〔日中間

の〕戦争賠償及び請求権の処理について，サンフランシスコ平和条約の枠組みと異なる取決めがされた

ものと解することはできない」と，中国人個人の裁判上の賠償請求権は「日中共同声明」より放棄され

たと断じ，歴史的な不当判決を下した。法的な根拠に欠ける「サンフランシスコ平和条約」に基づいた

こじつけの最高裁判決は，歴史事実に照らすこともなく，政治的考慮を働かせたものである。中国政府

のサンフランシスコ講和会議及び「サンフランシスコ平和条約」に関する 5つの厳正な声明が立証され

ように，中国政府は，サンフランシスコ講和条約及び「サンフランシスコ平和条約」は国際協定に違反

するものであると断定し，一貫して根本的な批判のもと，その不法と無効を主張し続けた。中国政府の

かかる姿勢は厳然たるものであり，それは，動かしがたし、事実である。即ち，いかなる意味においても

当事国でない中国は，法的にも政治的にも「サンフランシスコ平和条約」に拘束されることはないので

ある。最高裁判決は，司法の公正，尊厳及び独立を損なうばかりでなく，日本の裁判官の良識が問われ

るものである。

311) 歴史学研究会編『新版 日本史年表』岩波書庖 1987年11月 304頁。

312) 1951年10月18日，吉田茂は衆議院平和条約及び日米安全保障条約特別委員会の質疑で， 1ダレス氏に
対して国民政府を承認するというような保証を輿えたことはかつてありません。また先ほど申した通り，

いずれの政府と講和様約を結ぶかということは，慎重審議いたした上で堂々と決定いたすつもりであり

ます」と答えた。 10月29日，参議院平和条約及び日米安全保障条約特別委員会では， 1若し中共が上海
に在外事務所を置いてくれないかということがあれば置いて差支えない」と発言し， 31日，同委員会で

は， 1中国の問題は，日本の従来の関係から申しましても，又地理的関係から申しましても，日本との
関係は重大な関係を持っておりますから，軽々に決定しがたい問題である」と答弁した。 http://kok.

kai.ndl.go.jp/SENT AKU / syugiin/01211216/ main.htmlより。
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た声明をトルーマン大統領に送り， r日本による共産中国の承認や共産政権との講和条約締結の
交渉は， 日本，アメリカ両国民の最善の利益に反するものと考えるj313) と警鐘を鳴らした。 12

月10日，ダレス一行は急逮来日し，日本政府から国民政府との講和についての確証を取り付ける

ためであった。 12日 ダレスは井口貞夫外務次官との中国問題に関する予備会談の席上，アメリ

カ上院が対日平和条約を批准するか否かは 「国民政府承認の問題が最も重要な関係をもってく

るもの」だと切り出し， r米国の国府援助政策に同調することを強く期待しておる次第であ
るj314J と執劫に迫った。

12月13日に聞かれた吉田・ダレス会談の席上，吉田茂は，日本側が用意した7項目から構成さ

れる日華協定の草案である「日本国政府と中華民国政府との聞の正常関係設定に関する協定案

(要領)J 315)をダレスに手交した。吉田が自ら筆を入れた316) この協定は「平和条約」というタイ

トルが避けられ，その内容は基本的に通商に関するものであり，政治的関係は含まれていなかっ

た。協定前文では「中国における事態のため，現在のところ，…・・・〔サンフランシスコ〕平和条

約26条によって日本国と中国との関係を全面的に調整することが不可能であることを認め」てお

り， r中華民国政府が事実上統治の機能を行使している範囲において」協定を結ぶと書かれてい
る。同協定の第 1条第 a項には， Iこの協定の発効と同時に， 日本国の領域と台湾， ?彰湖島との

聞には正常の交通が開始されること」と記されている。しかし，大陸及び当時国民政府が支配し

ていた大陸沿海諸島については，言及されなかった。しかるにダレスはこの草案を受け容れず，

日本が国民政府と二国間条約を結べば，アメリカは数多くの分野において日本に対して留保のな

い協力する旨を告げた317)0 18日の第 2回吉田・ダレス会談で，ダレスはアメリカ上院による対

日平和条約批准を促進するため，中華民国との講和問題の早期解決の必要性を再度強調した後，

用意された 1つのメモを吉田に渡し，それを吉田の名義で自分宛に送るよう要求した。これがL、

わゆる「吉田書簡」の原案である318)。

翌日日，日米間で書簡の案文に関する調整作業が行われ，日本側は 5つの修正要求を提出し

た319)。案文が確定されたのは翌20日であった320)。そして，同年12月24日 「吉田書簡」として

ダレス宛に発した。その中で，吉田は， 日本に向けられた軍事同盟である中ソ同盟を結んだ「中

国の共産政権と二国間条約を締結する意図を有しないことを確言」し， Iサンフランシスコ平和

313) マイケル・シャラー著・市川洋一訳 rl日米関係」とは何だったのか 占領期から冷戦終結までJ草
思社 2004年7月 76頁。

314) 井口次官 112月12日井口次官， ダレス大使，シーボルト大使会談要録J(1951年12月12日)リール
NO. B0009'原本 NO.0043-0044 外交史料館蔵。

315) r日本国政府と中華民国政府との聞の正常関係設定に関する協定案(要領)J (1951年12月13日)リー
ルNO.B'0009 原本 0048-0050 外交史料館蔵。

316) 前掲『日本外交史 第27巻 サンフランシスコ平和条約J315頁。
317) Sebald to Secretary， No. 1273， Dec. 13， 1951， 00262-00263， Reel 21， Bureau of Far Eastern Affairs. 

318) Foreign Relations of the United States. 1951， VI， pp. 1443-1444 

319) 修正された主な内容については，哀克勤『アメリカと日華講和 米・日・台関係の構図J(柏書房
2001年3月)158頁に記している。

320) 前掲『日本外交史 第27巻 サンフランシスコ平和条約J317頁。



46 経済学論集 Vol. 47 No. 3 

条約」に示された諸原則に従い，国民政府との聞に正常な関係を再開する用意があると約した。

それと同時に書簡は「この二国間条約の条項は，中華民国に関しては，中華民国国民政府の支配

下に現にあり又は今後入るべきすべての領域に適用があるものでありますj32l)との限定講和の

方針を明らかにし，将来の人民中国との外交関係にマヌーパーの余地を残そうとした。

「吉田書簡」がなぜ出されたかについて，いくつかの見解の異なる実証的な研究がある322)c

吉田は， 1日本政府の当時の気持としては，台湾との聞の修好関係，経済関係が深まることはも

とより望むところであった。しかも河時に，それ以上に深入りして北京政府を否定する立場を明

らかにすることは，内心避けたかったj323) と後に述懐した如く，当時既に 12つの中国」論が

萌芽したと看取できる。東西関係が厳しく対立する中，吉田はアメリカが主導する中国問題をめ

ぐる擬制の狭間で苦しい選択を強いられながら，徹底した現実主義に立脚し， 1吉田書簡」に

よって，将来の 12つの中国」政策へ布石を打とうとしたことが窺知できる。

翌52年 1月16日，日米両政府は「吉田書簡」を公表した。 1月23日，中国政府は章漢夫外交部

副部長の名を持って発された声明において， 1吉田政府は日本民族の利益を公然と売り渡す動き

を，ずっと前から次第に強めてきた。この政府は，昨年にサンフランシスコ平和条約と日米相互

安全保障条約を結び，いままた台湾の中国民国党反動残党一味と平和条約を結ぶとし、う保証を与

えると共に，アメリカ帝国主義が朝鮮と中国に加えている侵略措置に引き続き協力すると表明し

たので、あるが， 日本政府はかようにして文字通りアメリカ帝国主義のアジア侵略の道具になりは

ててしまったわけで、ある。いまや吉田政府がもう一度戦争の冒険を準備するという底なしの泥沼

へ日本人民を極力引きずり込もうとしていることは 火を見るよう明らかであるj324) と吉田政

権を厳しく非難したD

4月28日， 1サンフランシスコ平和条約」の発効と同じ日に (1サンフランシスコ平和条約」が

発効するわずか7時間前であった)， 1日米安全保障条約」と相互に補完的な関係にある「日華平

和条約」が結ぼれた。これを受けて， 5月5日，周思来外交部長は， 1アメリカ政府は，自ら署

321) 1吉田内閣総理大臣のダレス米大使宛書簡J(1951年12月24日)震山会『日中関係基本資料集 1949年
-1997年.11998年10月 28頁。

322) 1吉田書簡」に関する実証的な研究として，細谷千博 (Wサンフランシスコ講和への道J中央公論社
1984年8月)は，英米の公開資料に基づいて， I吉田書簡Jがダレスの圧力に屈して書かれたものであ
るとの結論を得た(外圧受け入れ説)。衰克勤「外圧利用としての『吉田書簡.IJ(r一橋論叢J第107巻
第 1号1992年1月)は細谷の解釈に疑問を呈し，吉田茂が国民政府との講和を行う意思をかねてから表

明しており，ダレス側がまとまれたメモに人民中国を更に刺激するとも受け取られる字句を自発的に挿

入した(中ソ同盟に関する文句)。これらの事実を基づいて， w吉田書簡」は必ずしも吉田の本意に反す

るものではなく，吉田は逆にダレスの圧力を責任逃れの口実として利用し，同書簡を書いたと解釈した

(外圧利用説)。陳肇斌『戦後日本の中国政策一一1950年代東アジア国際政治の文脈.1 (東京大学出版会

2000年7月)は，新たに解禁された多くの英米両政府の外交記録を駆使し，前掲両論文はそれぞれ「吉

田書簡jのー側面を的確に捉えたものであると指摘し，その上で，吉田は台湾との「再統合」を視野に

入れながら， 12つの中国」論に基づき， 1吉田書簡」を発したと論じている(2つの中国論説)。
323) 吉田茂『世界と日本』番町書房 1963年 145-146頁。

324) 1吉田書簡に反対する章漢夫副部長の声明J(1952年1月23日)前掲『日中関係基本資料集 1949年一
1997年.130頁。
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名した1942年1月1の連合国宣言，カイロ宣言，ヤルタ協定，ポツダム宣言及び協定， 1945年の

モスクワ外相会議における連合国対日理事会325)設置に関する決定，並びに降伏後の日本に対す

る基本政策に関する極東理事会の決議等， 日本問題をめぐる国際協定を無視して，自分で一手に

請負い，不法にでっちあげた単独対日平和条約が発効したと勝手に言い放ち，更に独断で極東委

員会と連合国対日理事会を解散させてしまったが こうした一方的措置は，全く不法であり，全

く根拠のないものであるJoiアメリカ政府が勝手にでっちあげた単独対日平和条約は，決して日

本の主権と独立を回復し，日本の被占領状態を改める条約ではなL、。それは，むしろ正反対に日

本をアメリカの軍事基地と属国へ一変させる戦争準備のための条約であり，奴隷化を目指す条約

である。……これらの条約や協定は，日本民族を身売りする契約であり，アメリカが日本を軍事

経済及び政治の面から完全に支配するための手綱となったのである」と厳しく糾弾しながら，

「日本の吉田政府は中ソを敵視し，日本民族の利益を売り渡すアメリカ製の単独対日平和条約を

受入れた揚句，更に一歩乗り出して，その主人公アメリカの指図でとうの昔に全中国人民が一人

のこらず見棄ててしまった台湾の蒋介石残党一味と結託し，彼等が結ぶ『条約Jを『現在中華民

国政府の支配下にあり，あるいは将来その支配下に入るべきすべての領土に適用する』とか，全

く正気の沙汰とは思えないようなことさえ述べ」ており， i中華人民共和国中央人民政府は，重

ねて次の点を声明する必要を認める。即ち，我々はあらゆる占領軍が日本から撤退すべきこと，

アメリカが発効したと宣告する不法な単独対日平和条約には絶対に承認できないものがあること，

中国人民を公然と侮辱し，敵視する吉田，蒋介石の『平和条約』については，断固反対する態度

を堅持するものであるj326) と声明した。

サンフランシスコ講和会議， i日華平和条約」とし、う虚構を選択したツケであるサンフランシ

スコ体制は，その後20年の長きにわたって，日本と中国との関わりの性格を決定し，日本の歴代

内閣がとってきた中国政策の根本的な立場を宿命づけることになった。アメリカは日本を独立さ

せてこれと安全保障条約を結び， 日本を西側陣営に固く繋ぎ止めることによって， i中国封じ込

めJ，i巻き返し」両政策の重要な一翼となす基本路線を敷くこととした。 激しい東西対立の中に

あって， 日本政府はアメリカの中国封じ込め政策から安全保障と経済の両面で利益を得ることを

期待したが，一方，歴史的，地理的，経済的，または極東の政治的現実の視点から，対中政策に

おいては何らかの柔軟性と自主性を保とうとした。そして，国民世論は，親米親台・反共路線と，

安保破棄・中日友好路線をめぐり，厳しい対立を続けた。吉田内閣から佐藤内閣に至るまでの歴

代の日本政府は i1つの中国」を建前としながらも， i政経分離」を戦略手段として， i 2つの中

325) I対日理事会J(Allied Council for ]apan) とは，第2次世界大戦後，連合国が日本を占領管理するた
めに設けた機関の 1つである。 1945年12月，モスクワ外相会議で極東委員会とともに設置され，最高司

令官の諮問機関として東京の明治ピルに置かれた。理事会は，最高司令官(またはその代理)を議長と

し，アメリカ，中国，イギリス連邦(イギリス，オーストラリア，ニュージーランド，インドの 4国を

代表する)，ソ連の代表者各 1名で構成された。 1952年4月， Iサンフランシスコ平和条約」の発効と共
に解散された。

326) I対日平和条約発効及び日華平和条約調印に関する周思来外交部長の声明J(1952年5月5日)前掲
『日中関係基本資料集 1949-1997年j40-42頁。
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国J，もしくは r1つの中国 1つの台湾」とし、う戦略目標を執掲に追求し続けた327)。
時計の針は1971年7月を指す。ニクソン・ショックが日本に大激震を走らせ，佐藤内閣が「ア

ヒル外交」を模索している最中の25日，国民政府秘書長の張群は，狂i関怒j轟の如く j彰済として起

こった日中国交回復運動を食い止めようという重任を帯びて来日した。訪日の間，張群は宏池会

会長の大平を表敬訪問した。その会談の模様について，同席した中華民国駐日大使館参事官で

あった林金室は， r大平さんとの会見は象徴的でした。張群先生と大平さん， 2人で部屋に入っ
て5分間も座っているのに一言も発していなし、。主人側も客人側も何を言えばし市、のかわからな

い，同席した私たちも，どうすればいいのかわからない。そのような空気が続いた後，大平さん

が急に立ち上がって，大きな人形を取り出して『これはお土産です』と言って張群先生に渡した

のです。まるで追い出されるかのように部屋を後にしましたJ3Z8)と回想する。大平・張群会見

は大平の台湾に対する姿勢をあますところなく表した。

「大平外相による台湾問題処理の出発点は，台湾との外交関係を断ち切ることであり，それは

日中国交正常化の出発点でもあったJ3Z9)と中江要介は語る。日中国交正常化に関する具体的な

検討が展開されるのと並行して，大平外相は戦後日中関係を呪縛した台湾問題にメスを入れ，

「日中〔国交〕正常化はサンフランシスコ体制から一歩進もうと云うことであるy30) と明言した。

日中国交正常化に向けた潮流が加速する中 中華民国は対日国交のつなぎ留めに死力を尽くし

た。 7月20日，国民政府は声明を発表し，日本政府が国際信義と条約義務を尊重し，日本自身の

基本利益を考え，是非をわきまえ，正しい判断をし，中共の政治的陰謀に乗ぜられないよう勧告

した331)0 7月25日，右翼の宣伝カーが練り歩く中，喜多孟絹中華民国駐日大使は大平外相を訪ね，

田中内閣成立以来の日中国交正常化の動きに強い懸念を表明した。これに対し，大平は「日中国

交正常化以後は，日華の外交関係は維持できなくなる」と重大なる決意を表明した。彰大使は強

烈な口調で，日本が中共の陰謀を洞察し，再考するように求めた332)。

327) 戦後日本の 12つの中国J. もしくは 11つの中国， 1つの台湾」という政策に関する研究として，
陳肇斌『戦後日本の中国政策一一1950年代東アジア国際政治の文脈J(東京大学出版会 2000年7月)。
石井明「日華平和条約締結から日中国交回復へ一一 r2つの中国J政策から r1つの中国』政策への挑
躍Jr記録と考証 日中国交正常化と日中平和友好条約締結交渉J(岩波書庖 2003年8月)所収。殻燕
軍 11960年代における日中関係の特徴一一池田内聞から佐藤内閣へ一一Jr関東学院大学経済経営研究
所年報』第26集 2004年3月。池田直隆「日米関係と i2つの中国問題JJ(木鐸社刊 2004年9月)。
侃志敏「池田内閣における中日関係と大平正芳J(そのこ)， 1同(その三)J (r龍谷大学経済学論集J第
45巻第2号， 2005年10月及び『同j第45巻第3号， 2005年12月)等がある。

328) 本田善彦『日・中・台視えざる粋 中国首脳通訳のみた外交秘録』日本経済新聞社 2006年4月 86 

-87頁。

329) 中江要介・当時のアジア局参事官，元駐中華人民共和国大使へのインタピュー記録。 2005年9月2日，

渋谷にて。

330) 東郷文彦『日米外交三十年』中央公論社 1989年12月 193頁。

331) 田村重信他『日華断交と日中国交正常化J南窓杜 2000年10月 164頁。
332) 1森田一日記J(1972年7月25日条)r森田一秘書官日記J(1972年7月7日-1973年9月19日)目録番
号 01010100 大平正芳記念館蔵，林金重『梅と桜一戦後の日華関係Jサンケイ出版 1984年3月 264 
-265頁。
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8月3日，日本政府は，日中国交正常化に臨む基本的見解であった「わが国の中国政策につい

てJ333)を発表した。大平外相を中心に纏められたこの見解では，国交正常化に臨む基本態度や

その目的，交渉の現状と交渉に臨む姿勢，諸外国への態度，台湾の取扱い等今後正常化交渉を進

める上での問題点を網らしている。とりわけ台湾の取扱いについては. 1日中間に合意が成立し，

外交関係が樹立される運びとなれば，その当然の帰結として，中華民国政府とわが方との外交関

係は持続し得なくなる」と，はじめて公式に，日台問の外交関係が消滅する見通しを明らかにし

fこO

8月8日，蒋経国中華民国行政院院長は. 1中華民国政府は，中国唯一の正統政府であり，中

国大陸に対して，主権を有し，かつ.20余年来，台湾.i彰湖島，金門，馬祖等の領土において，

有効的に主権を行使している。これは他のいかなる国がとった行動によっても，いささかも影響

を受けるものではない。ここに重ねて前に述べた趣旨を強調し，日本政府が両国国交を損ない，

アジア太平洋地区の平和と安全を害するすべての行動を停止し歴史上の重大なる過ちを犯さない

よう y34)にと激しく非難した。蒋経国は日本に対し警告を発したほか，旧満州関係者の斉世英

と梁粛戎を含む人物を日本に送り込み，対日説得工作に当たらせた335)。

8月9日，小谷守議員は参議院決算委員会において. 7月14日午場信彦駐米大使の「中国が日

中国交正常化の前提として出している『日中復交3原則Jは外交的には受入れられないy36) と

の発言を捉え. 1田中新内閣は，…… 3原則を踏まえて早急に取り組むということを天下に公に

されたのであります。このような国の大方針に背中を向けて，これを冷笑するかのような午場発

言は，国益と国論を無視するものでありまして，非常識と申し上げるか，不謹慎と言うべきか，

外交官としての感覚を疑わざるを得ません」と詰りながら，大平外相の所見を伺った。これに対

し大平外相は. 1中国問題の処理に当たりまして，……この 3原則につきましてどういう態度を

とるかということが根幹的な問題である。……私どもは3原則は十分理解できるところである。

・・ 7月14日の牛場発言なるものは決して適切であるとは考えられません。従いまして，その直

後帰国致しました同大使に対しましては，私より注意を喚起しておいた次第でございます」と答

弁した上で.11つの中国との聞の国交をまともなものにしていくというその仕事が達成された

暁におきましては， 日台条約というものは論理的な当然の帰結として失効せざるを得ないy37)

と「日華平和条約」廃棄の方針を国会の場で内外に表明した。同日，大平外相は記者との懇談の

席上，当日の答弁に触れ. 1日台条約をそのままにして日中国交正常化は出来ないことは分り

切ったことだy38) と胸中を打ち明けた。

333) Iわが国の中国政策についてJ(1972年8月3日)r情報公開による文書(写)の一般公開目録J整理
番号 02-1137-1 外交史料館蔵。

334) 前掲『戦後の日華関係と国際法J95-96頁。
335) 前掲『日・中・台視えざる緋 中国首脳通訳のみた外交秘録J102頁。
336) I受諾できぬ三原則Jr朝日新聞J1972年7月15日夕刊。
337) http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU/ sangiin/069/1410/main.html 

338) I大臣記者懇談要旨J(1972年 8月9日)外務省『大平大臣懇談J(1972年 7月一12月)目録番号
100200000 大平正芳記念館蔵。
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8月10日，大平外相は衆議院外務委員会で，曽祢益議員の「極東条項」と「台湾条項」の取扱

いに関する質疑に対し， i現実の事態はなかなか複雑でございまして，法律的なフレームの中で

万事うまくおさまって解決できるというような，あつらえ向きの事態ではないようでございます

ので，……政治の問題あるいは政治姿勢の問題として，私ども関係各国と十分話し合って，了解

に達しなければならないと考えておりますJ339) と答弁し これらの問題を条約論でなく政治的

に解決したい意向を示した。同日夜，大平外相は更に日中国交正常化交渉の大きな焦点である

「台湾の帰属問題」について， i中国側からわが国の基本見解を質されれば，台湾， l'彰湖諸島の中

国返還を決めた『カイロ宣言Jや，それに続く 『ポツダム宣言』を受け入れたことからすれば，

台湾が中国に帰属することは明らかであるJ340)との見解を明らかにした上で， 1. わが国は台

湾の領土権に野心を持たない， 2. 台湾の独立運動を支持しない，との 2点も合わせて明示し

fこ341)。

台湾の帰属問題は中国の国家主権並びに中国の核心的利益に関わる重大な問題であり，未だに

「台湾帰属未定論」を説く論者が存在する以上342)，その経緯について触れる必要がある。台湾は

古くから中国の分割できない神聖なる領土の一部であり，台湾海峡の両側は同じく 1つの中国に

属する。呉国孫権の黄龍2年(西暦230年)，衛温と諸葛直の両将が，軍隊万人を率いて台湾島に

初めて上陸した343)。以来，宋から清の光緒年間まで，中国暦代王朝は終始一貫して台湾に主権

を行使してきた。 19世紀後半になると，清朝は日本や欧米列強の対外進出に対する国防上の観点

から台湾の重要性を認識し， 1885年に台湾を福建省から分離して台湾省を新設した344)0 1895年

339) http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU / syugiin/069/0 110/ main.html 

340) i台湾の中国帰属確認 政府首脳Jr毎日新聞.11972年8月11日，古川万太郎『日中戦後関係史』原書
房 1988年6月 377頁。

341) i台湾の中国帰属認めるJr朝日新聞j1972年8月11日。
342) 彰明敏・黄昭堂『台湾の法的地位.1 (東京大学出版会 1976年)，戴天昭『台湾 戦後国際政治史』

(行人社 2001年2月)はそのような論の代表作である。

2007年7月19日，台湾の陳水扇は初の台湾名義による国連加盟申請の書簡をスワジランド及びソロモ

ン諸島の 2ヵ国を通じ，i番基文国連事務総長に上呈した。 23日，国連事務局は， i国連第2758号決議に
より，国連は1つの中国政策を確定した」として，それを受理せず，すでに却下したと公表した。 9月

6日，日本の在台代表機関に相当する交流協会台北事務所は，国連日本代表部がかつて 8月に国連事務

局に対し， i台湾に関する地位認定の解釈が不適切だ」と申し入れたことを明らかにした。このニュー
スを接し，筆者は9月13日に外務省中国課台湾班に電話を入れ， iもし事実であれば，それは， r 1つの
中国の原則Jへの公然たる挑戦である」とその真偽を確かめると同時に，台湾の法的地位に関する歴然
たる事実を告げた。筆者の詰問に対し，担当の亀井氏は， i国連第2758号決議には，台湾が中華人民共
和国の一部分に属するとL、う文言が含まれていない」と弁舌をふるいながら， i交流協会は民間団体で
あり，報道については承知しなかった」と言葉を濁した。

「陳水扇総統，台湾名義での国連加盟申請を書簡で提出J(2007年7月19日)http://www.roc. 

taiwan.or.jp/news/week/07/070724b.htm， i連合国不接受台湾加入連合国的申請J(2007年7月23
日)http://www.un.org/chinese/radio/print.asp ?NewsID=4073， i日本『解釈が不適切jJr産経新
聞.12007年9月7日夕刊参照。

343) 戴園揮『台湾一人間・歴史・心性』岩波書庖 1988年10月 26頁。

344) 中華人民共和国国務院台湾事務弁公室『白皮書 台湾問題輿中国統一.11993年9月。

http://www.gwytb.gov.cn/bps/bps_zgty.htm# 2 
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4月17日，中華秩序を頂点とする東亜の伝統的な地域的政治構造に挑戦し，甲午戦争(日清戦

争)に勝利した新興帝国の日本が，不平等な「馬関条約J(1下関条約J)を介して台湾と彫湖列

島を領有した。しかし，中国人民は従来から「馬関条約Jを含むすべての不平等条約を認めず，

そして，これら不平等条約を廃棄するために，不携不屈の闘争を進めた。

1931年9月18日，中日15年戦争の発火点となった柳条湖事件(九・一八事変)が勃発した。国

民政府の不抵抗政策により，関東軍はわずか 5ヶ月の聞に東北全土を占領した。翌32年3月1日，

日本は更に「偽満州国」を成立させ，中華民族はすでに危急存亡の瀬戸際に立たされた。 4月15

日，江西省瑞金にある中国共産党の中華ソビエト共和国臨時中央政府345)は， 1中華ソビエト共

和国臨時中央政府の対日戦争宣言J(起草者は毛沢東中華ソビエト共和国臨時中央政府主席で

あった346))，1中華ソビエト共和国臨時中央政府の対日宣戦のための動員令J，1中華ソビエト共

和国臨時中央政府の全世界プロレタリア階級及び被圧迫民族に向けた対日宣戦のための宣言Jと

いう 3つの宣言を発し，国民政府の不抵抗政策を厳しく指弾しながら，率先して対日宣戦宣言を

行った347)0 1937年 7月7日，日本は中国侵略戦争を全面的に発動した。翌 8日，中国共産党中

央委員会は「中国共産党の日本軍慮溝橋進攻に関する通電j348) (七・八通電)を全国へ向けて発

信し， 1我々の活路は全民族による抗戦の実行である。……寸土たりとも日本帝国主義の中国占

領を許さなL、! 国土防衛のため最後の血の一滴を捧げよう」と抗日民族統一戦線の結成を呼び

かけた。 7月17日，国共両党による抗日民族統一戦線の結成に関する協議が進展する中，蒋介石

345) 中華ソビエト共和国は，中国共産党が樹立した最初の全国的な性格を有する政権である。 1931年11月

7日から20日にかけて，中華ソビエト第 1回全国代表大会が江西省瑞金県叶坪村で開催され，全国大小

9つのソビエト政権の代表及びその他の代表，計610人が大会に出席した。大会は，毛沢東，周恩来，

朱徳、ら63人によって構成される中央執行委員会を選出し，中華ソビエト共和国の成立を宣言した。同大

会は， r中華ソピ、エト共和国憲法J，r中華ソビエト共和国土地法J，I中華ソビエト共和国労働法J，I中
華ソビエト共和国経済政策」等の法令も採択した。 11月27日，中央執行委員会の第 1回会議は毛沢東を

主席，項英，張国需を副主席に選出し 中華ソビエト共和国臨時中央政府を江西省瑞金に設置すること

を決定した。第 1回代表大会で採択された一連の法則と中華ソビエト共和国臨時中央政府の成立は，そ

れぞれの革命根拠地と紅軍に対する統一的指揮をある程度強化し，共同で遵守すべき基本準則を確立し

た。 1937年9月22日，第2次国共合作の成立に伴って，同共和国は取り消されたが，後の中華人民共和

国に受け継がれた。

346) 金沖及主編・村田忠轄・黄幸監訳『毛沢東伝 1893-1949J (上)みすず書房 1999年11月 266頁。

347) r中華蘇維挨共和国臨時中央政府対日戦争宣言J(1932年4月15日)データベース「党的歴史文献和当
代文献集Jr中共中央丈件選集8 (l932)J 
http://cpc.people.com.cn/GB/64184/64186/66638/4489778.html 

「中華蘇維挨共和国臨時中央政府関於動員対日宣戦的訓令J(1932年4月15日)前掲「中共中央文件選

集 8 (1932) J 

http://cpc.people.com.cn/GB/64184/64186/66638/ 4489776.html 

「中華蘇維挨共和国臨時中央政府為対日宣戦向全世界無産階級和被圧迫民族宣言J(1932年 4月15日)

前掲「中共中央文件選集 8 (1932) J 

http://cpc.people.com.cn/GB/64184/64186/66638/ 4489777.html 

348) 中国共産党中央委員「中国共産党為日軍侵攻董溝橋通電J(1937年7月8日)前掲「党的歴史文献和

当代文献集JI中共中央丈件選集11 (1936-1938) J 
http://cpc.people.com.cn/GB/64184/64186/66641/4490163.html 
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国民政府軍事委員会委員長兼行政院院長は，董山で「最後の関頭に立向かう」とし、う著名な演説

を行い， r最後の関頭に立ち至れば，徹底的犠牲，徹底的抗戦に依り，全民族の生命を賭して国
家の存続を求むほかない。……我々はもとより弱国ではあるが わが民族の生命を保持せねばな

らず，祖先から託された歴史上の責任を果さなければならない。……ひとたひや戦端が開かれれば，

土地に南北の別なく，人に老若の別なく，何人も皆国土を守るために抗戦する責務があるy49)

と応戦の決意を公にした。 8月14日，国民政府は「国民政府の自衛抗戦声明書y50)を発表し，

日本軍の侵略に決して屈せず徹底抗戦の方針を公表した。翌日日 近衛文麿内閣は「暴支暦

懲」と声明し，一撃のもとで中国を屈服させることを計った。これを受けて 8月16日，蒋介石は

全国総動員令を下し大本営を設置し 全国を 4つの戦区に分けて純然たる全面戦争体制をとった。

1941年12月9日，国民政府は更に「対日宣戦布告」を発し， r.馬関条約」を含む中日関係とかか
わりのある全ての条約協定契約を廃棄し 台湾を取り戻す決意を各国に宣告した351)0 r対日
宣戦布告」で示されたこの精神は， 1952年4月に調印された「日華平和条約」の第4項において，

「一九四一年十二月九日前に日本国と中国との間で締結されたすべての条約，協約及び協定は，

戦争の結果として無効となったことが承認されるJ352)として盛り込まれている。

1943年12月1日， r満州，台湾及i彰湖島ノ知キ日本国ガ清国人ヨリ盗取シタル一切ノ地域ヲ中
華民国ニ返還スルコトニ在リ J353)を宣告した米中英3ヵ国首脳による対日作戦及び戦後日本処

理を目的とする「カイロ宣言」が発せられた。 1945年7月26日，米中英ソ 4ヵ国は， r rカイロJ

宣言ノ条項ハ履行セラルペク又日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及四国立立ニ吾等ノ決定スル諸

小島ニ局限セラルベシJ354)(第8項)と規定された「ポツダム宣言」を発表し，日本に対して降

伏勧告を行った。 8月14日，日本は御前会議で「ポツダム宣言」の受諾を決定し，翌日日に同盟

国に対し無条件に降伏した。 9月1日，国民政府は， rカイロ宣言」と「ポツダム宣言」の両宣
言の規定に依って， r台湾省行政長官公署」と「台湾警備総司令部臨時弁事処」を成立させ，陳
儀を行政長官兼警備総司令官に任命し，台湾接収の責任を負わせた355)。

9月2日，連合国に対する日本の降伏調印が東京湾に停泊した米艦ミズーリ号上で行われた。

日本全権代表の重光葵外相，梅津美治郎参謀総長が，まず降伏文書に調印したあと，マッカー

サー (DouglasMacArthur)連合国最高司令官，ニミッツ (ChesterW. Nimitz)米国代表に続

349) 蒋介石「対於蓮溝橋事件之厳正表示J(1937年 7月17日)データベース「総統 蒋公思想言論総集」
「演講(中華民国26年)J http://211.74.141.234/thought/default.htm 
350) I国民政府自衛抗戦声明書J(1937年8月14日)
http://mil.news.sina.com.cn/2005-06-19/1841298670.html 

351) I中華民国政府対日宣戦布告J(1941年12月9日)
http://big5.chinataiwan.org/web/webportal!W5268067 /Uzhanglx/ A 164200.html 

352) I日本国と中華民国との間の平和条約J(1952年4月28日)前掲『日中関係基本資料集 1949年 1997 
年j33頁。

353) Iカイロ宣言J(1943年11月27日に署名， 12月1日に公表)前掲 データベース「世界と日本」。
354) Iポツダム宣言J(1945年7月26日)前掲 データベース「世界と日本」。
355) 楕静涛「台湾光復輿国民政府恢復行使主権J
http://jds.cass.cn/ Article/20061129114521.asp 
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いて，徐永昌中国代表，更に各連合国代表が署名した。同降伏文書の第 1項と第6項では， 1合

衆国，中華民国及グレート・プリテン国ノ政府ノ首班ガ千九百四十五年七月二十六日ポツダムニ

於テ発シ後ニソヴィエト社会主義共和国聯邦ガ参加シタル宣言ノ条項ヲ日本国天皇，日本国政府

及日本帝国大本営ノ命ニ依リ且之ニ代リ受諾スJo1ポツダム宣言ノ条項ヲ誠実ニ履行スルコト詑

ニ右宣言ヲ実施スル為聯合国最高司令官又ハ其ノ他特定ノ聯合国代表者ガ要求スルコトアルベキ

一切ノ命令ヲ発シ且斯ル一切ノ措置ヲ執ルコトヲ天皇，日本国政府及其ノ後継者ノ為ニ約スy56)

とそれぞれ定めている。即ち，日本は「ポツダム宣言」の諸条項並びに連合国最高司令官が発し

た受降事務に関する全ての命令に服することを意味する。

かくて同日，マッカーサ一連合国最高司令官は， 1一般命令第 1号」の第 1条イ項において，

「中国， (東北3省ヲ除く)，台湾及北緯16度以北ノ仏領印度支那ニ在ル日本国ノ先任指揮官並ニ

一切ノ陸上，海上，航空及補助部隊ハ蒋介石大元帥ニ降伏スベシJ357) と，蒋介石中国戦区連合

軍最高統帥に授権し，占領地域の分配を行った。 9月5日，何応欽中国陸軍総司令官は，岡村寧

次支那派遣軍総司令官に宛てた第19号備忘録において 「中国戦区受降式典」の期日，場所及び

日本側の出席代表等に関して詳しく規定すると同時に 台湾 彰湖列島地区の全権代表を必ず出

席させるよう命じた358)0 9月9日，南京において「中国戦区受降式典」が行われ，小林浅三郎

支那派遣軍総参謀長は，岡村寧次が署名した9項目からなる降伏文書を何応欽に献じ， 1吾等は

上述域内 (1一般命令第 1号」の第 1条イ項のこと一筆者)すべての日本陸海空軍及び補助部隊

の将校は，その統制する部隊を率いて，蒋委員長に無条件に降伏するJ(第3項)359)と誓約した。

岡村は命じられた通り，諌山春樹第10方面軍参謀長を台湾駐屯軍の代表として，降伏式典に出

席させた360)。降伏文書の調印を受け，何応欽は，蒋介石が発した「降伏文書」の完全なる遂

行を保証するよう指示する「第 1号命令J361)を岡村寧次に手渡した。 10月5日， 1台湾省行政

長官公署」前進指揮所が台北に置かれた。翌 6日，国旗掲揚式が行われ，青天白日旗が台湾の

青空に翻る。そして， 10月17日，民衆の歓呼の中で，国民革命軍第70軍第75師が基隆に上陸し

7こ362)。

10月25日， 1中国戦区台湾地区受降式典」が，陳儀中華民国受降主官の主宰の下で，台北公会

356) I降伏文書J(1945年9月2日)前掲 データベース「世界と日本」。
357) I一般命令第 1号J(1945年9月2日)末川博編『資料戦後二十年史 3 法律J日本評論杜 1966年
11月 25頁。

358) I何応欽関於日本投降築宇地点等情致岡村寧次中字第19号備忘録J(1945年9月5日)中国第2歴史梢
案館編『中華民国史桔案資料匡編第 5輯第 3編軍事(1)j江蘇古籍出版社 1999年9月 762-

763頁。

359) I日本向中国投降降書J(1945年9月9日)前掲『中華民国史柏案資料匪編第5輯第 3編軍事
(1) J 769頁。

360) I岡村寧次関於日本投降出席代表名単復文J(1945年9月8日)前掲『中華民国史梢案資料匿編 第5
輯第3編軍事(1)J 764頁。
361) I中回戦区最高統帥蒋中正下達岡村寧次第 1号命令J(1945年9月9日)秦孝儀主編『中国現代史史料
叢編 第4集光復台湾之馨劃輿受降接収J台北近代中国出版社 1990年6月 185頁。

362) I陳儀接収台湾記実Jhttp://tw.people.com.cn/BIG5/26741151057 /51060/3634980.html 
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堂にて執り行われた。陳儀は台湾省行政長官として，安藤利吉第19代台湾総督兼第10方面軍司令

官に対し， I蒋介石中国戦区最高司令官兼中華民国政府主席及び何応欽陸軍総司令の命令，及び

岡村寧次大将に宛てた各備忘録に従い，本官及び本官が指定する部隊及び行政人員は，台湾，i彰

湖列島地区の日本陸海空軍，及びその補助部隊の降伏を受け入れ，それと共に台湾，i彰湖列島の

領土，人民，統治権，軍政施設及び資産を接収するj363) という「第 1号命令」を下した。安藤

はその命令受領証において， I本命令及び以後の一切の命令，規定及び、指示に対し，本官及び本

官が属し，あるいは代表する各機関，部隊の全官兵は，それを完全に執行する責任を負うj364)

として署名した。式典が終了した直後，陳儀行政長官はラジオ放送を通じて 「本日より台湾及

び彰湖列島は正式に改めて中国の版図に入り，あらゆるすべての土地，人民，政事は中華民国国

民政府の主権下に置カ亙れた。この歴史的な意義を有する事実を，私は中国のすべての同胞及び世

界に知らせるJ365) と厳正に宣言した。 1945年10月25日を画し，日本の台湾に対する半世紀に亘

る殖民地支配の終意が告げられ，台湾は再び祖国の懐に帰した366)0 10月25日は「光復節」と名

付けられ，固定記念日に制定された。

翌46年 1月12日，中華民国行政院は，台湾住民の国籍に関する訓令を発し， I台湾の人々は

元々わが国の国民であり，日本の侵略によって，中国国籍が喪失させられた。ここに国土が光復

されたことにより，従来からわが国の国籍を有する全ての台湾の人々は， 1945年10月25日を以て，

わが国の国籍を一律に回復されるべしJ3(7) と宣告した。このような経過により，中華民国は台

湾の自国編入措置を国内法的には完了せしめ，台湾をそのー省にしたので、ある。

中国の台湾に対する領有権に対し，アメリカを含む列国は公認していた。 1949年8月5日，ア

メリカ国務省は国民政府の腐敗ぶりを暴露した「中国白書」を公表した。その中で，台湾の帰属

について， Iカイロ宣言は『満州、1，台湾及び彫湖島は中華民国に返還さるべしJとする 3首脳の

『目的』を宣言したJ368)と指摘している。 1949年10月23日 アメリカ政府は 内部通達の形式で

在外公館及び軍関係者に「台湾政策参考資料J(Policy Information Paper -Formosa) を送付し，

台湾の法的地位について， I台湾は政治的，地理的，戦略的，歴史的においても中国の一部であ

る。……『カイロ宣言J， rポツダム宣言J，日本の降伏文書はし、ずれも台湾の中国への返還を

363) I行政長官致日方代表第 1号命令J(1945年10月25日)前掲 f中国現代史史料叢編 第4集 光復台湾
之韓劃輿受降接牧j202-203頁。

364) I日方代表築具之受領証J(1945年10月25日)前掲『中国現代史史料叢編 第4集光復台湾之轟劃輿
受降接牧.1203頁。

365) I台湾省行政長官兼警備総司令陳儀正式宣布台湾日軍投降贋播詞J(1945年10月25日)前掲『中国現代
史史料叢編 第4集光復台湾之轟劃j輿受降接岐.1201-202頁。

366) 中華人民共和国国務院台湾事務弁公室・中華人民共和国国務院新聞弁公室『一個中国的原則輿台湾問

題J2000年2月 http://www.gwytb.gov.cn/bps/bps_yzyz.htm# 2 
367) I行政院恢復台湾同胞国籍令(行政院節参字第0397号訓令)J (1946年1月12日)前掲『中国現代史史
料叢編第4集光復台湾之響劃輿受降接収J211-212頂。
368) アメリカ国務省著・朝日新聞社訳『中国白書 米国の対華関係j(u. S. Department of State， United 

States Relations With China: With Special Reference to the Period 1944-1949)朝日新聞社 1949年

10月 60頁。
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2匝っており，戦後アメリカは中国の台湾接収を助けたy69lと明示している。翌日年 1月5日，

トルーマン米大統領は，いわゆる「台湾不干渉声明」において， 11943年12月1日の『カイロ宣

言』の中で，合衆国大統領，イギリス首相，中国主席は，彼らの目的とするところは，日本が中

国から奪取した領土，例えば台湾を中華民国に返還することにあると述べている。合衆国は，

1945年7月26日の『ポツダム宣言Jの調印国である。『ポツダム宣言Jは， rカイロ宣言』の条項
は履行されねばならないと述べている。日本は降伏の際，この宣言の規定を受諾したのである。

これらの諸宣言に従って，台湾は蒋介石総統に引き渡された。そして，過去4年来，合衆国及び

他の連合諸国は中国が，同島に対して権限を行使することを承認しているJ370)と，アメリカ政

府は「カイロ宣言」と「ポツダム宣言」の両宣言の束縛を受けていることと，台湾不干渉するこ

とを明言した。トルーマンはこの声明の背景を明らかにするため，同日アチソン国務長官に命じ

て，台湾の地位に関する声明を発表させた。アチソンは同声明の中で， 1我々は，対外関係にお

いて節操がなければならないと信じます。また，他国の節操に対し敬意を払うべきものと信じま

す。……中国に関する，我々の立場に，いささかの疑念，いささかの疑問を招く余地もあっては

ならない，という点が重要であります。……今朝，大統領が指摘されたように，その会談〔カイ

ロ会議一筆者〕の内容は，ポツダムでの宣言の中に盛り込まれ，その『ポツダム宣言』は，日本

の降伏条件の 1つとして彼らに伝えられ，受諾されたのであり，従って降伏は，それを基礎に行

なわれたので、あります。その後間もなく，台湾島は，明らかにされた宣言に従い，また降伏条件

に従って中国に引き渡されました。中国は， 4年間台湾に行政を行なってきました。合衆国も，

また他のいかなる連合国も，いまだかつて，その権限と占領権に異論を唱えたことはありません。

台湾が中国の一省に入れられた時，そのことについて，およそ法律家然たる疑問を出した人は誰

もおりません。それは，公約に基づくものとして見なされたので、ありますy71lと台湾は中国の
領土であることをはっきりと認めている。

ところが，朝鮮戦争を契機として，アメリカはこのような台湾政策を一転した。朝鮮戦争勃発

の2日後である 6月27日， トルーマン大統領は， 1朝鮮で，……政府の軍隊が，北朝鮮からする

侵入軍の攻撃を受けた。……こういった状況の下で，共産軍による台湾の占領は，太平洋地域の

安全及び同地域で合法的な， しかも必要な職務を遂行しているアメリカ軍隊に直接の脅威を与え

ることとなろう。従って私は，台湾に対するいかなる攻撃をも阻止するよう第 7艦隊に命令した。

……台湾の将来の地位の決定は，太平洋の安全の回復， 日本との平和処理，あるいは国際連合の

考慮、を待って決定されるy7Zlと台湾の中立化を声明し， 1台湾帰属未定論」を唱え始めた。

369) U. S. State Department， Public Affairs Area-Policy Advisory Staff， Policy Information Paper For-

mosa， in The China Lobby in American Politic， Ross Y. Koyen， New York: The MaCmillan Co.， 

1960， pp. 253-254. 

370) “Statement by the President Truman" (Jan. 5， 1950) (u. S. Department of State Bulletin， Vol. XXII， 

NO. 550， January 16， 1950， p. 79)_ 

371) r台湾の地位に関するアチソン国務長官の声明J(1950年 1月5日)前掲『新中国資料集成』第 3巻
39-40頁。

372) “Statement by President (Truman) on the Korean Question" ( July 27， 1951) (Documents onノ
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1952年 5月28日，日本の岡崎勝男外相は衆議院外務委員会で，佐々木盛議員の台湾帰属問題に

関する質疑に対し， 1951年 9月に調印された「サンフランシスコ平和条約」の第 2条b項(日本

国は，台湾及びj彰湖諸島に対するすべての権利，権原及び請求権を放棄する)及び1952年4月に

調印された「日華平和条約」の第 2条(台湾及び彰湖諸島並びに新南群島及び西沙群島に対する

すべての権利，権原及び請求権を放棄したことが承認される)を根拠とし，台湾の帰属は連合国

が決める問題であって 日本は発言できる立場にない旨を答弁し373)，I台湾帰属未定論」を追随

した。その後の日本の歴代内閣も，旧植民地台湾への「郷愁」に基づいて， I台湾帰属未定論」

を取り続けた374)。日本政府のかかる基本姿勢の背後には，将来台湾を再度日本の支配下に収め

ようとする戦略的な意図が潜んでいたと看取される。 1972年3月6日 佐藤内閣は内外情勢に押

され，①わが国は，サンフランシスコ平和条約により，台湾に対する一切の権利，権限を放棄

しているのであるから，台湾の帰属については発言する立場にない，②しかしながら， I台湾が

'¥.American Foreign Relations， Vol. XII， 1950， pp. 444-445). 

373) http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/013/0082/main.html 

374) 台湾帰属問題に関する日本の歴代内閣の見解は，以下の通りである。

1955年7月26日，下回武三条約局長は衆議院外務委員会で，岡田春夫議員の質疑に対し， Iサンフラ
ンシスコ平和条約で日本は樺太や千島あるいは台湾，~湖島に対する領土権その他の請求権を放棄して

おります。サンフランシスコ条約は放棄したというところですべてストップであります。あとはまだ未

決に残しておるわけでありますJと答弁している。
http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU 1 syugiin/022/00821 main.html 

1956年8月30日，中川融アジア局長は衆議院外務委員会で，岡田春夫議員の質疑に対し， I日華
平和条約の問題でございますが，御承知のように平和条約は台湾， i彰湖島を日本が中華民国に渡したと
いう意味の規定はしていないのでありまして，台湾及び湯湖島についての日本の権原及び新南群島，西

沙群島に関する権原を桑港条約の規定の通りに日本は放棄するということをまず大原則として規定して

いるわけであります」と答弁している。

http://kokkai.ndl.go.j pl SENT AK U 1 syugiinl 024/00821 main.html 

岸内閣

1960年3月8日 岸信介首相は参議院予算委員会で，小林孝平議員の質疑に対し， I日本として
はサンフランシスコ条約によって放棄しておる何であるから，これがどこに帰属するかということにつ

いて発言の何らの権利を持っておるわけでもないし，またそのことを言おうとしておるわけでもござい

ません」と答弁している。

http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU 1 sangiin/034/05141 main.html 

池田内閣

1961年3月30日，小坂善太郎外相は参議院予算委員会第二分科会で，岩間正男議員の質疑に対し，

「我々はサンフランシスコの平和条約の 2条におきまして，台湾並びに窃湖島に関する権利，権原並び

に請求権を放棄しておる，こういう立場にあるので，この台湾の帰属その他についてものを言う立場に

ないと，こういうことであるのでありますjと答弁している。

http://kokkai.ndl.go.jp/ SENT AK U / sangiin/ 038/ 0522/ main.h tml 

佐藤内閣

1964年12月9日，佐藤栄作首相は参議院予算委員会で，岩間正男議員の質疑に対し， I台湾につ
きましては，私ども日本はこれを放棄した，こうし、う状態があるわけでございます。そうして，この状

態でその台湾についてのその後の処置については，日本は何も言うようなことはございません。また言

うような立場ではございません。これは法律的にはそういうことが言えるわけであります。一応放棄し

た国，その国の立場においてはかように申し上げるのが適当だと思いますjと答弁している。

http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU 1 sangiin/047 /0514/main.html 
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中華人民共和国の領土である」との中華人民共和国政府の主張は，従来の経緯，国連において中

華人民共和国政府が中国を代表することとなったこと等から，十分理解しうるところである，と

する台湾帰属に関する統一見解を発表した375)。

前掲した大平外相の見解は「台湾帰属に関する中国側の主張は理解できる」とし、う佐藤内閣の

見解から一歩進めたものであった。これによって中国側が提示した「中日復交3原則」に対する

日本政府の姿勢は，大筋で受け入れる方向に固まったことになる。

話は戻るが， 8月9日の大平外相の国会における答弁と 8月15日の田中・孫平化会談を受け，

8月16日，彰大使は国民政府の訓令に基づき再び大平外相を訪ねて，厳重抗議を申し入れ，その

趣旨を書いた次のようなメモランダムを手渡した。①第 2次世界大戦終結後に，中華民国政府

と日本政府は日華平和条約を締結し，国交を回復して友好協力を保持すること20数年を経過した

にもかかわらず，日本政府は近いうち中共偽政権と談判を進め，関係正常化の時点において，中

華民国との国交を断絶し，日華平和条約は自然消滅するということを公然と発表した。かかる極

めて非友好的な態度は両国の国交を損傷するものであるのみならず，両国人民の深い友好関係を

破壊するものであって，中華民国政府と人民の容認できないところである。②誠実に国際条約

を守り，政治道徳の普遍的法則に従うことは，現代文明国家の採るべき原則であって，日本政府

のかかる背信行為は日本の建国精神に背反するのみならず，同時にアジアにおける安全平和に危

害を加えることになる376)。

大平外相は，彰大使の抗議に対し，はっきりと「日中正常化は時の流れであり，中華民国との

外交関係を維持し得ないことに関しては断腸の思いである」と言い切った。これに対し，陸軍大

将である彰大使は強い口調で 「日本は中国を侵略した時 3ヵ月で中国を征服できると大言壮

語したが，中国人は8年の徹底的抗戦で，ついに勝利を勝ち得たし，日本は敗戦の憂き目に遭っ

た。それなのに日本は反省もせず，道義を弊履の如く捨て去り，共産主義者と手を握って，再び

アジアに禍根を植え付けようとしている。中華民国と日本はなお国交があるのに，外相からこの

ような話を聞くのは心外であり，断腸の思いである。大平外相は将来総理総裁にもなる方であり，

過去のような間違った方向を選ぶべきではないJ377)と激しく応酬した。

8月22日，大平外相は参議院外務委員会で，石原慎太郎議員の「向こうが言っていた国交回復

の3原則の日台条約の破棄としヴ問題は，この際やはり明確にしなくてもけっこうであるという

譲歩を十分彼らがしなくてはならぬ，またし得る政治状況にあると思う」との発言に対し， I私

が申し上げられることは，中国は 1つであるということ，そしてその 1つの中国と日本との国交

を正常なものにするとしづ課題に取り組んでおると私は認識しておるわけでございますJ378) と

答弁した。

375) 楠田賓編著『佐藤政権・二七九七.1 (下)行政問題研究所 1983年12月 349頁。

376) 前掲『梅と桜戦後の日華関係.1266頁。

377) 同上， 267頁。

378) http://kokkai.ndl.go.jp/SENT AKU / sangiin/069/1110/main.html 
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台湾が強く反発する中，台湾への特使派遣は切迫した問題となってゆく。そこで，田中首相は

日韓条約の功労者の椎名悦三郎379) に台湾特使を引き受けるよう要請したO 椎名悦三郎は自民党

総務会で副総裁就任が決定した翌8月23日，特使の引き受けを承諾した。台湾訪問の準備の一環

として，椎名は田中・大平の真意を確認しようとした。 9月8日の椎名の日記には， I米国ノ真

意ノ腹ハ何処ニアルカ一一O ト)日米安保条約ヲ何処迄堅持スルノカ。に)台湾ハ現在ノママ，中国

カラ独立シタ状態ニシテ置クノカ。以上二項目ニ付イテノ，米国ノ真意ヲ確カメタノカヲ，田中

ニ質スコトダj380) とし、う記述が見える。ところで，田中首相は， I一切を大平君に任せてある。

大平君と打ち合わせてほしいj381) と返答した。

その直後，六本木の料理屋で行われた大平・椎名会談では，椎名から「今度北京とこういうふ

うに正常化するから，台北とは絶縁するというやり方は，ちょっとおかしいんじゃないか。ある

日突然， もうお前さんの方とは付き合わぬ，というようなやり方でなく正常化する方法はない

か」との質問が出された。これに対し大平は「片方を選択すれば，片方は断念せざるをえない。

朝鮮半島でもドイツでもベトナムでも，分裂国家との付き合いはそれしかないと思う j382) と答

えた。両者の話し合いは波長が合わない形で終わり，椎名は「内心激怒する思いにかられたy83)

とし、う。日華断交に進む大平外相の台湾問題処理の仕方は，その後の中原に鹿を追う上において，

大きな重荷を追うことになった。椎名はこの時の大平外相の態度に強し、不満を持ち，これは後に

田中首相退陣の際，大平を後継首相に推ざす三木武夫を推す「椎名裁定j384)を下す遠因になっ

379) 椎名悦三郎(1898-1979年)日本の政治家，岩手県生まれ。台湾と縁の深い後藤新平の甥に当たる。

1923年東京帝国大学独法科卒，同年農商務省に入省(農商務省が農林省と商工省に分離した後は商工省

に移る)033年「革新官僚」の 1員として「偽満州国j実業部に転出。商工省の先輩岸信介の下で， I偽
満州国」統制科長，産業部鉱工司長を歴任， 39年まで植民地経営を営む。以後の長い岸・椎名コンビが

形成された。日本に戻った後，商工省総務局長，次いで岸商工相(東条内閣)の下で次官，更に軍需省

次官を歴任， I金の岸，いぶし銀の椎名」と称される。太平洋戦争下の労働者不足を補う方策として，
炭坑などへの中国人及び朝鮮人労働者の強制連行と強制徴用を強行。戦後公職追放に指名される。 55年

衆議院議員に初当選，以後連続8回当選。官房長官，外務大臣，通産相を歴任し， 65年の日韓基本条約

の立役者となる。 72年8月自民党副総裁， 74年12月自民党副総裁として椎名裁定を下し，三木内閣生み

の親となる。 76年12月第34回衆議院議員総選挙で敗北し政界引退を余儀なくされる。

380) 椎名悦三郎追悼録刊行会『記録椎名悦三郎』下巻 1982年9月 160頁。

381) 柳田邦男『日本は燃えているかj(下)講談社 1986年9月 52頁。

382) 阿部穆 Ir台湾』問題に心砕いた大平外交」大平正芳記念財団『大平正芳 政治的遺産j1994年6月
所収 413-414頁。

383) 前掲『記録椎名悦三郎』下巻 161頁。

384) 1974年11月26日，田中角栄は正式に首相退陣を表明した。これを受けて，日本の政局は急速にポスト

田中へと流れ込んだ。後継総裁を巡る争いは大平正芳，福田起夫，三木武夫の 3人の間で繰り広げられ，

総裁選出の方法が大きな焦点となった。大平は総裁選挙を行えば多数を獲得できると読み，選挙による

総裁選出を強く主張した。これに対し，福田と三木は，話し合いによる総裁選出を主張した。 3者の確

執が深まる中で，椎名悦三郎は党の副総裁として党内調整に乗り出した。 12月1日，椎名は，大平，福

田，三木，中曽根康弘の 4実力者を招いて， I神に祈る気持ちで考え抜」いた末， I清廉」であり， I党
の体質改善」に取り込むに最も適任である三木武夫を推挙する旨の椎名裁定文を読み上げ， I椎名裁定」
を下した。三木武夫は12月4日，自民党の両院議員総会で，第 7代自由民主党総裁に選出された。そし

て， 9日に召集された第74回臨時国会において，内閣総理大臣に指名された。

官公庁資料編纂会『歴代総理大臣史録戦後編J2000年6月 393-396頁。
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椎名はその後，小谷豪治郎京都大学教授の仲介で，台湾工作員の斉世英と梁粛戎との面会を果

した。「断交通告が目的ならば，訪台の必要はなL、」と迫られたところ，椎名は「自民党は古い

友人を見捨てないと決議したんだ。断交の通告なんかで行くのではないJ386)と語気を荒げ否定

した。台湾による椎名特使の受け入れ工作は自民党衆議院議員の水野清と自民党の若き職員の松

本義彦の折衝によって進められ387)，台湾は9月13日に椎名訪台受け入れを発表した。翌日日，

「衆議院議員椎名悦三郎 中華民国政府首脳と会談のため派遣する特派大使を命ずy88Jという日

本政府の辞令が発され，椎名特使一行は9月17日に台北に到着した。

(3) 党内のコンセンサスの形成

田中内閣発足と共に田中・大平コンビは直ちに日中復交へ向けて党内のコンセンス作りに着手

した。 7月13日，自民党執行部は党則81条に基づき，これまで政調会に付属していた「中国問題

調査会」を総裁直属の機関として「日中国交正常化協議会」に置き換え，会長に小坂善太郎を起

用した。副会長には 日中推進派と台湾擁護派のバランスが考慮され，古井喜実，田川誠一，川

崎秀二，木村俊夫，江崎真澄，秋田大助，山田久就，北沢直吉，小川平二，塚田十一郎，後に宇

都宮徳馬と大野市郎が加わり合計12名，事務局長は鯨岡兵輔であった。協議会の会員は7月24日

現在249名 (10月28日現在で， 316名まで増加した)と自民党国会議員431人の過半数を超す大規

模なものとなり 389)，自民党内の日中推進派と台湾擁護派が殆ど参加した。以来自民党内の日中

国交正常化に関する議論は同協議会を舞台とし，激しい議論が戦わされた。

7月24日， I日中国交正常化協議会」の第 1回総会は，田中首相，大平外相が出席のもとで開

かれた。その席上で田中首相は ①日中関係正常化の機は熟している，②中国が提唱している

平和 5原則に何ら異議はなく，対日復交3原則についても十分理解できる，③日中国交正常化

は吉田内閣の平和条約締結，鳩山内閣の日ソ国交回復，岸内閣の安保改定，池田内閣の OECD

加盟，佐藤内閣の日韓条約及び沖縄本土復帰に並ぶ大事業なので，党，政府としても慎重かつ勇

断をもって臨みたい 等10項目にわたる政府側の基本方針を明らかにした。次いで大平外相が挨

拶に立ち，日中国交正常化の機が熟したと判断する理由として ①中国をめぐる国際情勢=中

国政府承認国が72ヵ国に達した，②中国の国連入札③米中接近，④国内世論の変化，⑤中

国の対日認識の変化，という 5つの変化を指摘した上で 「日中国交正常化は中国との間に善隣

友好を築くかどうかの大事業であり，全外交機能を傾けてこれに取り組む考えであるy90)との

385) 永野信利『天皇と部小平の握手 実録・日中交渉秘史』行政問題研究所 1983年4月 50頁。

386) 前掲『日・中・台視えざる幹 中国首脳通訳のみた外交秘録.]107-109頁。

387) 水野清「日中問題，椎名さんと大平さん」自由民主党編纂『自由民主党党史 証言・写真編.]1987年

1月所収 239頁，松本義彦札、ま明かす日台断交秘話J三弥井書庖 1996年4月 146頁。
388) r官報J第13723号 1972年9月19日 13頁。
389) 自民党日中国交正常化協議会 rl日中国交正常化に関する意見」集.]1972年10月 125頁， 129頁。
390) I三原則は十分理解 首相表明Jr日本経済新聞.]1972年7月24日夕刊，宇佐美滋「自民党政権の対中
政策の変遷JW国際問題.]NO. 153 1972年12月 20頁。
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決意を表明した。小坂会長は挨拶の中で， 19月10日をメドに正常化の基本姿勢を決めたし、」と

反対派の機先を制して宣言し， 1日中国交正常化の機は熟しているとの認識に立って，この際，

政府は日中間の国交正常化を目指して慎重な努力をすべきである」という総会申し合わせをまと

めた。 8月2日，同協議会の正副会長会議では，①日中国交正常化は行なう，②総理は国交正

常化の基本問題について双方隔意のない意見の交換を行なうため訪中する との 2項目を合意事

項として採択した391)O

しかし，一見スムーズに進むかに見えた党内調整は，やはり台湾問題を巡り，大平外相を岬吟

させることになった。台湾との関係を重んずる自民党内の台湾ロビーは大平外相が主導する日台

断交による日中国交正常化を図るとし、う方針にたまりかね 必死に巻き返した。自民党内の台湾

ロビーには岸信介，佐藤栄作，石井光次郎，灘尾弘吉，北沢直吉，田中龍夫，大野市郎らを中心

とする戦前派の長老組と，中川一郎，渡辺美智雄，藤尾正行，中尾栄一，浜田幸一，石原慎太郎，

玉置和郎らを中心とする戦後派組があって，それぞれニュアンスを異にしていたが，日台外交関

係の断絶が日米安保に影響すること，敗戦直後の日本に示された蒋介石の思義を忘れるべきでな

いこと，等で日中関係の早急な正常化に反対する点では一致していた392)。

7月24日の協議会初会合後，岸，賀屋ら19人は直ちに「外交問題懇談会y93)を開き，①中国

の言う複交3原則は鵜呑みにできない，②台湾切捨ては認められない 古い友人(台湾)を大

切すべきだ，③日中国交正常化の進め方はテンポが早すぎる ④日米安保条約で言う「極東範

囲」には台湾，韓国が入っているので， 日米安保体制の基礎が崩れないように配慮すべきだ，等

の厳しい注文をつけた。そして，彼らは「外交問題懇談会」を拠点として，大平外交に対し監視

の姿勢を強め始めた394)。

8月3日，大平外相は「わが国の中国政策について」を携えて， 1日中国交正常化協議会」の

常任委員会に出席し 「中華人民共和国は 中国を代表する唯一の政府である。中国に 2つの政

権はあり得ず，中華人民共和国と国交正常化した暁には，台湾との外交継続はあり得ない。台湾

との関係は，貿易，経済関係に限られるy95)と明確に政府の基本方針を説明した。また，外相

は，前月22日の大平・孫平化会談に触れ，孫平化から周恩来総理の意向として，田中首相に訪中

要請が正式にあったことを明らかにし， 1これに対して，なるべく早く返信をしなくてはならな

いy96)と述べた。

391) I自民党30年の検証⑦ 日中国交回復Jr月刊 自由民主jNO. 354 1985年7月 176頁。
392) 自由民主党編纂『自由民主党党史j1987年1月 582頁。

393) 1971年3月に発足した日台政策研究グループである。石井光次郎を座長とし，岸信介，賀屋興宣，灘

尾弘吉ら49名が参加した。外交問題懇談会は，主流派の色彩が濃く，福田派より12名，佐藤派より11名

が参加しており，反主流派らの参加は僅か 1名であった。

武見敬三「自由民主党と日中国交正常化一一複合的政策決定における妥協の構造JI慶応大学法学研
究j第54巻第7号 1981年6月 38頁。

394) I日中正常化監視の姿勢強めるJr朝日新聞j1972年7月25日。
395) I台湾断交 タカ派が反発Jr読売新聞j1972年8月4日。
396) 向上。
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大平外相の説明は台湾ロビーを激怒させ，協議会は一時紛糾した。「台湾と日本との関係がこ

れまで通り維持できるよう努力すべきだ。努力もしないで，最初から実質的に維持できないと決

めてかかるのはおかしい一藤尾正行Joi日台条約というものも，当然，新政権に受け継がれてい

ると考えるべきだ。それでもなお，政府は不法かつ無効なものと考えるというのか-渡辺美智

雄Joi国交断絶というのは，国際信義上相手国に非礼なことがあってはじめて出来るものだ。台

湾は何も非礼なことをしていないのに，日本側が最初から台湾を放棄するというのは，土下座外

交以外の何物でもない-賀屋興宣Joi政府は中国に全面降伏するのか一菊池義郎Joi台湾は将来，

独立する場合だってありうるのだ。今さら，中国に気兼ねして日台条約は無効だ等と言うのはお

かしい一中山正陣y97)等と激しく大平外相に噛みついた。これに対し大平外相は， i東京政府は

日本の唯一合法政府なんて言う原則を改めてたてる必要がない。外交は勿論国益を守るため対等

にやるべきで， 日本はそう L、ぅ大原則をもってやればし北、のだJ398) と頑として譲らなかった。

8月78，田中首相も内閣記者との懇談の際， i中国と国交を持った国で国府との関係をそのま

まにしている国はなく， 日本も例外たり得ないJ399)と語り，自民党内の台湾ロビーを牽制した。

8月4日，大平外相は閣議で，日中国交正常化の現段階における政府の基本方針と，今後の取

組み方について報告した。大平外相はその中で， 3日の自民党の日中国交正常化協議会で説明し

た①「日中復交3原則」は，基本的認識として十分理解できる，②日中間の外交関係が樹立さ

れれば，台湾との外交関係は持続し得ない，③台湾との貿易，経済関係等については現実的に

解決するーとの線で外務省が検討していることを強調した上で， i日中正常化問題は核心に触れ

ており，近く最終的な方針を閣議にはかるJ400)と報告した。

8月10日，同協議会の常任理事会で，台湾ロビーは大平外相の 8月9日の参議院決算委員会に

おける「日台条約は失効」旨とする答弁を捉えて， i大平外相は，公的な立場で，台湾との外交

関係が切れるようなことを言っているが，この協議会で結論が出る前にし、ろいろ言うことは， と

んでもないことだJ401)と強く反発し， 8月15日の次回常任幹事会に大平外相の出席を求めて，

見解を質すことになった。

田中・孫平化会談の持たされた8月15日，台湾ロビーは同協議会の常任理事会の席上，大平外

相を激しく追及し， i日華平和条約」の取扱いを巡って激論が戦わされた。会議の席上，台湾ロ

ビーは次々と立ち， i外相は参院決算委員会で『日台条約Jとし、う言葉を使っている。公的な場

では俗語でなく， w日華平和条約』というべきではないか-浜田幸一Joi日中国交正常化を二者

択ーととることは大変なことだー賀屋興宣Joi外相の言う通りであれば，事実上，中華民国と国

交断絶することになる。そんなことをいつ決めたのかJoi日華条約の廃棄は憲法に抵触するので

はないか一中川一郎JoiC日華平和条約〕廃棄が憲法に抵触するというのなら， とても正常化等

397) I対中消極派の発言目立つ 自民正常化協Jr朝日新聞j1972年8月4日。
398) 平野実『外交記者日記 大平外交の 2年J(上)行政通信社 1978年 8月 38-39頁。
399) I日中正常化実現すれば 台湾との関係は消滅首相見解Jr日本経済新聞j1972年8月8日。
400) I近く最終方針を決める 外相 閣議で報告Jr毎日新聞J1972年8月4日夕刊。
401) I r台湾Jで強い慎重論 自由日中正常化協議会外相出席を求めるJr毎日新聞j1972年8月11日。
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望めない-浜田幸一JoI日本にとっての思人は毛主席ではなく，日華条約を結んだ蒋総統だ-l，原

田実」と大平に詰寄った。大平外相は「中国は 1つである。中華人民共和国政府は中国を代表す

る唯一の政府である。双方〔北京・台湾〕とも正常化することができれば，それは望ましいが，

とてもそれはできない。双方ともにそれは許さない。結局二者択一にならざるを得ない。……中

華人民共和国政府と正常化した暁には日華条約は存続し得なし、」と「日華平和条約」を廃棄する

意を重ねて表明した。これに対して，中川一郎は「これでは根本的に違う。発言の取消しを求め

るJと叫んだ。大平外相は「取消す考えはない。……[日中]正常化の暁には， r日華平和条約』
は今のまま存続することはあり得なし、」と発言の取消しを峻拒した。中山正輝は「それでは日華

条約の破棄を前提にした正常化ではないか。発言の取消しを検討してほしし、」と改めて発言の取

消しを迫ったところ，大平外相は「認識が違うと言われたので、は，全てが違ってくる。この認識

の上に立って正常化を進めている。変える考えはなし、」と揺らぎない信念を貫き，日中国交正常

化は動かせない時の流れであることを改めて示した。賀屋興宣は「変える気もないというのでは，

こんな協議会を開く必要はないではないか」と火を噴いた。協議会が騒然とする中，大平外相は

退場した402)。

翌日日， I日中国交正常化協議会」は大平外相に対し，①外相が日中正常化問題で発言する場

合は同協議会の意向を十分尊重する，②協議会で発言する前に外部で断定的な意見を述べない

との 2点を申し入れた403)。一方，同日，賀屋興宣は記者会見し，台湾問題について， I中国との

国交が正常化しても，台湾との外交関係を断つことは避けるべきだ。現実に，中国には 2つの政

権が存在するのだから 2つの政権と国交を結べばよい。……台湾に対する説得には，我々が手

{云ってもよし、J404)と語トった。

台湾問題を巡って自民党内に大荒れが続く中で， 8月15日，外務省は8月8日に賀屋輿宣らか

ら提出された台湾処理に関する10項目の疑問点に対する答弁書を自民党に提出し，複雑な事態に

輪をかけることになった。台湾問題処理に関する外務省の答弁書の要旨は以下の通りである405)。

1. (問) 日中国交正常化と国民政府との断交は不可分のものか。もしそうだとすれば，正常

化それ自体が問題になる。

(答) し、かなる国も，中華人民共和国と中華民国の双方と同時に外交関係を持つことは，

両者の基本的考え方からして有り得ないことであり，また実際問題として， 1949年中

華人民共和国成立以来，いまだかつて，双方と同時に外交関係を持った国はない口

2. (問) 中国が 1つであるとし寸前提はそれでよいのか.現実は中共，台湾，モンゴルと 3

つの国がある。し、かなる理由で I1つの中国」を日本が守らなければならないか。

402) I条約“失効論"貫く 外相，賀屋氏らに反論JI国府と戦争状態復活だ かみつく台湾擁護派 日中
正常化協やりとりJr毎日新聞.11972年8月16日。

403) I台湾処理 党の意向は十分尊重Jr朝日新聞J1972年8月17日。
404) I暫定的“ 2つの中国" 賀屋氏が主張Jr朝日新聞.11972年8月17日。
405) I台湾問題の政府統一見解全文Jr日本経済新聞J1972年8月16日， I台湾処理外務省の回答内容」
『朝日新聞.11972年8月16日。
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(答) 中華民国政府も中華人民共和国政府もともに従来から一貫して中国は 1つであると

主張している。つまり，両当事者が 2つの中国という考え方にはあくまで反対すると

いう建前を取っている以上，わが国がこれに反対することは適当でないと考える。

3. (問) 中国を新しい国家として認めるのか。中華民国の継承国家として認めるのか。中国

を中華民国の継承国家として認めるとすればいつから継承したと見なすか。

(答) わが国が中華人民共和国政府を承認するということは，わが国にとって，これまで

中国の正統政府であった中華民国政府に代って，中華人民共和国政府が中国の正統政

府となることを意味するだけのことであって，中国(あるいは中華人民共和国)が新

しい国家として認められるということではない。現在，中華民国政府が代表する中国

(即ち中華民国)もわが国の承認後の中華人民共和国政府によって代表される中国

(即ち中華人民共和国)も同ーの国家であって， I継承」の問題は起こらない。

4. (問) 日華平和条約は日中国交正常化の結果，無効になるとし、う見解を取るのか。自然に

なくなるのか。廃棄するのか。この問題は戦争状態の問題と関係するが，日中国交正

常化との関連において戦争状態の問題をどう解釈するのか(アンダーラインは筆者，

以下同じ)。

(答) 凡そ条約は国際間のものであり，日華平和条約もその例外ではないので， 日中国交

正常化に伴い，同条約が国際法上自然効力を失うということにはならなL、。

5. (問) 国府との関係は自然に切れるか。それとも日本から断交するのか。その場合，国府

は報復措置を取ると考えているのか)

(答) 中華民国とわが国との外交関係がし、かなる形になるかについては，今後のわが国と

中華民国側及び中華人民共和国との話し合いの結果如何によると考える。

台湾問題処理に関する外務省の答弁書による「日華平和条約Jに対する解釈は，田中首相と大

平外相が重ねて表明した「日華平和条約」廃棄論を正面から否定するものであり，史実を覆した

ものでもある。

話は少し遡るが， 1971年12月2日，大平は自民党本部で聞かれた「政党政治研究会」の会合で，

日中間の戦争終結問題について， I我々は政治家であり 外務省の役人ではない。国内にも国外

にも日中間の戦争状態の終結は済んでいないとし寸意見がある以上 こうした不満を取除くのが

政治家の責任だ。条約(r日華平和条約J一筆者)が立派にできているから，それで済んだと，
収まっている訳には行かない。ハラの底から，これで戦後は終わったということにしたいJ406)

と述べ，人民中国との間に何らかの形で戦争状態終結の条約を結ぶ必要があるとの見解を明らか

にLtこO

外務当局がわざわざこのような見解を持ち出したのは，戦争終結問題が日中国交正常化交渉で

の大きな焦点になると予想され，中国大陸との聞の戦後処理を封印しようとする意図が透けて見

える。

406) I日中戦争まだ終わらぬ 大平氏が見解『終結条約』結ぶ必要Jr朝日新聞j1971年12月2日夕刊。
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前述のように， 1951年12月24日，吉田茂はダレス宛の書簡を発した。後に「吉田書簡」と呼ば

れるこの有名な書簡において，吉田は， I日本政府は，究極において，日本の隣邦である中国と

の間に全面的な政治的平和及び通商関係を樹立することを希望するものであります」と前置きし

ながら， I国際連合において中国の議席 発言権及び投票権をもち 若干の領域に対して現実に

施政の権能を行使し，及び国際連合加盟国の大部分と外交関係を維持している中華民国国民政府

と，……わが政府は，法律的に可能となり次第，中国国民政府が希望するならば，これとの聞に，

かの多数国間平和条約に示された諸原則に従って 両国政府の聞に正常な関係を再開する条約を

締結する用意があります。この二国間条約の条項は，中華民国に関しては，中華民国国民政府の

支配下に現にあり又は今後入るべきすべての領域に適用があるものでありますj407)と明記した。

つまり，日本は台湾の国民政府と平和条約を結ぶことの虚構性を認識し，なおかっこれを選ばざ

るを得ない日本の苦渋と，これを何とか正当化しつつも 虚構の幅をできるだけ狭くする努力の

あとを示している。この文言は後に「日華平和条約」の適用範囲の取り決めとされ，条約の性格

を律するものであった。

翌52年 1月26日，吉田は参議院本会議で，岡本愛祐議員の「国民政府を中国の統一政府とみな

し僚約を結ぶというのでなく，限定された地域を領土とする国民政府と平和候約を結ぶものであ

るのでありますか」という質疑に対し 「善隣の誼から申しても，日本の歴史的地理的関係から

申しても，最も親善なる関係に入りたいということは私も念願しております」と中国大陸との関

係の改善に留意し続けると表明した上で， I台湾政府との間に或る候約を結ぶということと，平

和傑約にいわゆる中国政府，中国を代表して，そうして日本と平和僚約に入り込むという，その

政府とは意味が違っております。現在台湾政府が或る地域において統治の実権を握って統治をい

たしておる。その事実に基づいて 善隣の関係から，その関係をよくするためにこの候約を結ぶ

というのであります。……中国のどの政府を中国の代表政府として考えるかとし、う篠約上の問題

と，台湾政府に対して，或る候約関係をこしらえるということは，別問題であるJ408)と答弁し

た。同年 2月20日から開始された日華平和条約締結交渉の過程において， 日本側は「吉田書簡」

を指導方針として貫徹し，その肝心な部分となる適用範囲については，例え一文字と言えども修

正の要請に応じず 終始強い姿勢を貫いた。その日本側の強硬な姿勢には，中国大陸との関係に

余地を残そうとする大きな背景があった409)。

1952年4月28日， I日華平和条約」の調印と同時に交換された「日華平和条約に関する交換公

文(第 1号)jでは， I条項が，中華民国に関しては，中華民国政府の支配下に現にあり，又は今

後入るすべての領域に適用があるj410)と条約の適用範囲を規定した。即ち，日本は「吉田書簡」

407) I吉田内閣総理大臣のダレス米大使宛て書簡J(1951年12月24日)前掲『日中関係基本資料集 1949-
1979.1 28頁。

408) http://kokkai.ndl.go.j p/SENT AK U 1 sangiinl 013/05121 main.html 

409) 殿燕軍『日中講和の研究一一戦後日中関係の原点j柏書房 2007年3月 130頁参照。また，日台双

方が条約の性格，適用範囲と賠償問題などを巡る攻防については，同書第4章が詳しい。

410) I日華平和条約に関する交換公文(第 1号)J前掲『日中関係基本資料集 1949年一1997年.135頁。
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と「日華平和条約に関する交換公文(第 1号)jにおいて，中国本土を条約適用地域に入れない

ことをはっきりと書きとめ 実情のままで国民政府を限定承認するとし、う立場を取ったo I吉田

書簡」の当事者の一人であったダレスは，早くも1951年 7月3日，顧維鈎中華民国駐米大使との

会談で， I台湾を統治し，国際上多くの国に承認されている国府が， 日本と講和条約を締結する

ことには理があるが しかし同条約が大陸全土或いは華北地域にも効力があり，それらの地域を

代表できるとは虚構だj411) と後に締結された「日華平和条約」の適用範囲問題を提起している。

1952年 6月26日，参議院外務委員会において，曾祢益議員は日華平和条約の適用範囲とその性

格について吉田首相に質疑した。「ただ一点です。従って非常に俗語で申上げまするが，この日

華条約のいろいろなテクニツクや綾にかかわらず この条約によって日本政府は，この中華民国

国民政府というものを全面的な中国の主人として承認したものではない，こう考えまするが，そ

の点は総理のはっきりしたお考えを，イエス・オア・ノーでお答え願し、たし、」と質した。この質

問に対し，吉田は誤解の余地のない言葉で， Iこれは条約にもはっきり書いてありますが，現に

中華民国政権の支配しておる土地の上に行われる事実を認めて，その支配せられておる領土を持

つ中華民国との聞に条約関係に入る。将来は将来であります。併し目的は終りにー中国全体との

条約関係に入ることを希望して止まないのであります」と答えた。曾祢は更に， I総理が，差紙

でお話しにならないで，ずばりと言えば，全面的な承認ではないとこういうことでございましょ

う」と詰めて正すと，吉田は， Iそういうことです」と日華平和条約の限界を認めた。曾祢も

「結構です」と納得した412)。

吉田は，回想録の中でも「要するにこの条約は，台湾と膨湖島を現に支配している国民政府と

の聞の条約であり，将来は全面的な条約を結び、たL、けれど，調印された条約としては，国民政府

を全中国の代表政権として承認したものではなかった。これらの点については，条約審議の衆参

両院でも，私は機会ある毎にこれを明らかにしたj413) と断言している。

西村熊雄外務省条約局長は， I日本政府が最も苦心した点は『この条約締結が将来の日中正常

化の妨げになってはいけなしJということだった。その配慮の表れが，同条約の適用範囲は『中

華民国政府の支配下に現にあり，または今後入るべきすべての領域』に限る旨を交換公文ではっ

きりさせたことだ。だから，この条約は，あくまで限定条約で，大陸中国には効力が及ばないと

いうのが当時の政府の見解だったj414lと確言している。また，西村は『日本外交史第27巻

サンフランシスコ平和条約Jにおいても， I吉田書簡に基づいて結ばれた日華平和条約は，付属

交換公文に明らかにされているように，国府の現実の支配下にある地域と日本との間だけの妥当

し中華人民共和国の支配下にある地域には何ら法的効果を及ぼさないものであるJ415) と記して

411) 中華民国外交問題研究会 中日外交資料叢編(8)r金山和約輿中日和約的関係J台湾 1966年8月 142 
-143頁。

412) http://kokkai.ndl.go.j pl SENT AK U 1 sangiinl 013/00821 main. h tml 

413) 吉田茂『回想十年』第三巻東京白川書院 1983年1月 76頁。

414) Iあくまで限定条約と考えたJr読売新聞j1972年9月9日。
415) 前掲『日本外交史第27巻サンフランシスコ平和条約j320頁。
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いる。

「日華平和条約」の適用範囲の規定により同条約に対する法的解釈が制限されていることが銘

記されなければならない。日本は政治的には台湾を選択したが，蒋介石が唱える「大陸反攻」が

成功しない限り， r日華平和条約jの関係条項を知何に解釈しでも416)，その法的拘束力は，台湾，
i彰湖諸島に限られ，中国本土には全く効力が及ばないのは明らかである。ちなみに，中日間の戦

争終結や賠償放棄の諸条項の法的効力も，台湾， ?彰湖諸島及びその附属列島等中国領土の極一部

に限られ，全中国との戦争状態の終結，賠償問題等の諸問題は，未解決のままになっているのは

あまりに明白である。換言すれば， r日華平和条約」により全中国との戦争終結や，賠償問題は
解決済みとする日本外務省の主張は，正にダレスが言ったように「ただの一種の虚構」に過ぎな

いと言えよう。

虚構に立つ外務当局の条約論は，自民党内の台湾ロビーを勢い付かせるのに一役買う形となっ

た。 8月29日， 日中国交正常化協議会の常任幹事会において，台湾ロビーは日台外交関係の存続，

台湾の独立を勧告すべきだといった強い要求を出した。これに対し 大平外相は「中国問題は台

湾だJor中華人民共和国との正常な国交が結ぼれれば，台湾との外交関係は維持できない。外交
関係とは，大使交換，条約を言い 政府は r2つの中国jや r1つの中国， 1つの台湾』という

考えはなし、J417)と一蹴し，台湾ロビーを激高させた。当日の協議会の模様について，大平の秘

書官であった森田ーは， rカタ派議員の猛反発により大荒れに荒れるJ418)と日記に記している。
そして， 8月31日の同協議会では，小坂らの「不信任動議」が出されるに及んだ。

森田ーは， r日中国交正常化を煮詰める段階において，田中及び大平が最も警戒していたのは
党内台湾ロビーの長老達の出方であった。しかし 国を挙げて日中国交正常化を歓迎していたの

で，岸，佐藤などは表に出て反対することができなかったが，彼らは後に青嵐会の中心メンーパ

となる若手議員らを操り，台湾との外交関係の存続を強く要求し続けたJ419)と証言する。

台湾ロビーが強く反発する中，田中・太平は台湾ロビーの分断作戦に乗り出した。真鍋賢二は，

「田中と大平は，中川一郎，渡辺美智雄，浜田幸ーらの若手議員を中心とする台湾ロビーの前衛

部隊を説得の対象と選定した。説得に当たって用いた理論の一つは，日中国交正常化は世論の要

請であり，日中国交正常化が実現すれば，次回の総選挙での大勝に繋がる。従って，日中国交正

416) 浅田正彦は「日華平和条約と国際法 1-5 J cr京都大学法学論叢J第147巻第4号 (2000年6月)， 
第151巻第5号 (2002年8月)，第152巻第2号 (2002年11月)，第152巻第4号 (2003年 1月)，第156巻

第2号 (2004年11月)Jという長文において，全く社撰で強引なこじつけ的論法を展開し， I日華平和条
約」の適用範囲を恋意的に解釈している。浅田は「日華平和条約」の法的効力が中国本土にも及ぶと主

張すると共に，日中間の戦争終結，賠償問題を含む戦後処理は「日華平和条約」より解決済みであると

論弁している。しかるに，浅田の謬論は，中国人強制連行・西松建設訴訟に関する最高裁判決でさえ否

定している。

417) I“台湾"で字句修正前文ただし擁護派が突上げJr毎日新聞J1972年8月30日。
418) r森田一秘書官日記J(1972年8月29日条)前掲『森田一秘書官日記J(1972年7月7日-1973年9月
19日)。

419) 森田一(大平正芳の娘婿)・元大平秘書官へのインタビュー記録。 2004年7月30日，衆議院第一議員

会館213室にて。
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常化を支持するか否かは，将来君達の党内政治上の利害得失にかかわるものであるというもので

あるj420)と回想する。 浜田幸ーは回想録の中でも， Iこれから世界が変わろうというのに，お前

ら，そんなことを言っているようじゃ駄目だ。議員になったばかりの連中が，何を言うかj421)

と田中から一喝されたことを記している。田中・大平の分断作戦は功を奏し，台湾ロビーの中の

若手グループが軟化しこれまで最も理論的に大平外相を攻撃していた賀屋グループもなすすべ

を失った。

両派の論争に終止符が打たれたのは， 9月5日に聞かれた同協議会の常任幹事会である。この

孔「正常化基本方針案」として，賀屋興宣案，中川一郎案，河野洋平案，そして小坂会長案の

計4案が出され，その取り扱いを巡ってまた一荒れしそうな雰囲気であった。しかし，台湾ロ

ビーも，声が大きくても時の大きな流れに逆らっている焦燥感はおおいようがなかった。中川一

郎，渡辺美智雄は「会長案の字句で解決しよう j422)と提案した。これが通った小坂案が，同協

議会の基本方針として可決された。 9月8日，同協議会で「日中国交正常化基本方針j423)が承

認され，同日総務会が党議として採択したD その内容は次の通りである。

日中国交正常化交渉にあたり，わが国政府は左記の諸点に留意すべきである。特に，わが国と

中華民国との深い関係に鑑み，従来の関係が継続されるよう十分配慮の上交渉すべきである。

記

日中正常化は，国連憲章，バンドン十原則に基づいて行なわれるべきである。

一 相互に異なる体制を尊重し，内政に干渉せず，友好固との関係を尊重する。

三，相互に武力及び武力による脅迫は行使しない。

四，相互に平等な経済的・文化的交流の増進につとめ 差別的取り扱いをしない。

五，相互にアジアの平和と繁栄のため協力する。

玉虫色的あいまいな前文の「台湾との従来の関係を継続する」という点について，小坂は「そ

れは，台湾との“良い関係"を継続することであるj4刊と答弁して押し切った。それによって，

田中内閣は対中国交正常化と首相訪中を必要とする党内手続きを済ませた。

ところで，総裁選後沈黙を続けた福田起夫が，同協議会の審議も大詰めを迎えた 9月5日に記

者会見し， I日中関係については，国際信義にもとることをしない，というのが大前提となるは

ずだ。私は国民政府(台湾)の扱いで慎重を期する，国際関係とくに米国の理解，協力を求める

420) 真鍋賢二・元大平秘書官，元日中友好議員連盟副会長へのインタビュー記録。 2004年8月3日，参議

院議員会館716室にて。

421) 浜田幸-r永田町，あのときの話一一ハマコの直情と涙の政界史』講談社 1994年2月 40頁。
422) 早坂茂三『政治家田中角栄J中央公論社 1993年 3月 378頁。

423) r日中国交正常化基本方針J(1972年9月8日)自由民主党編纂『自由民主党党史 資料編j1987年1
月 680頁。

424) 小坂善太郎「日中国交正常化協議会の会長として」前掲『自由民主党党史 証言・写真編j1987年 I

月所収 230頁。



68 経済学論集 Vol. 47 No. 3 

こと，中国との間で相互内政不干渉をはっきりさせておくこと，の 3つを原則とすべきだと考え

てきたが，特に台湾を弊履の如く切り捨ててはならない。私はこの 3つの原則に基づく国交正常

化は可能だと思っている。私のこの考えは私の派の同志が協議会等でも発言しているが，政府が

私の考えと違う交渉方針を固めるようなら，改めるよう申し入れるJ425lと含みのある発言した。

同協議会の副会長を務めた田川誠一は 当時の模様について， r大平さんの台湾問題に関する
決意表明に対して，台湾擁護派は強く反発し，協議会は一時紛糾した。大平さんは台湾擁護派か

ら袋叩きにされ，目茶苦茶に指弾されながらも，微動だにせず頗る明快に，また理路整然と所信

を述べた。『日中両国の平和的な友好関係の構築は，日本国にとって運命を左右する死活問題で

あり，日中国交正常化は断固としてやるJと一歩も後ヘ退かなかった。大平さんの日中復交をや

り抜こうとし、う毅然とした態度に対して 私は一種のコンプレックスを覚えたJ426lと振り返る。

(受付 2007年8月31日)

425) i台湾切捨てに反対福田氏が批判Jr朝日新聞.11972年9月6日。
426) 田川誠一・元新自由クラブ代表へのインタビュー記録。 2004年12月24日，桜田会にて。


